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山口鎌次氏撮影の桜島写真について

　桜島火山は、世界でも有数の活火山である。

1914年（大正３年）の「大正噴火」では、東西山

腹から割れ目噴火を起こし、東側の大隅半島との

海峡を溶岩流が埋め、陸続きになった。噴火とそ

れに伴う地震により、死者58名、村落埋没などの

大きな被害をもたらした。その後も1946年（昭和

21年）の溶岩流出（昭和噴火）や南岳山頂火口か

らのブルカノ式噴火活動が続いている。

　大正噴火では噴火開始後様々な現地調査が行わ

れた。この現地調査を行った人物のなかに故山口

鎌次立正女子大名誉教授（1887～1970）がいた。

山口氏は当時鹿児島に教諭として赴任しており、

東京高等師範学校での恩師の大正噴火地質調査に

随行した事をきっかけに火山地質の研究を始めら

れ、亡くなる直前まで桜島や火山地質についての

多くの論文を発表されている。

　この山口氏が撮影したガラス写真乾板が、産業

技術総合研究所に保管されていたことが、資料整

理中に明らかになった。ガラス乾板は計115枚で、

大正噴火直後の現地調査時に撮影されたものを主

とし、大正噴火以前や昭和以降に撮影された画像

も含まれる。一部には山口氏による撮影メモも残

されており、地質記載や撮影時期がわかるものも

ある。画像には噴火現象の生々しい画像が含まれ

るなど、火山学的に貴重なものである。以下にい

くつかの画像について紹介したい。

　写真１は大正噴火前の桜島を鹿児島市の城山展

望台から撮影した画像である。桜島はシルエット

になってしまっているが、桜島西岸の袴腰やその

南の烏島などが映っている。烏島は大正噴火時に

溶岩流で埋没してしまう。手前には当時の鹿児島

市街も映っており、右端の大きな瓦屋根の建物は

西本願寺、その手前の建物群は当時の鹿児島県庁

や鹿児島市役所で、現在は公園や県立博物館、西

郷銅像がある場所である。

　写真２は桜島北西海上から撮影した溶岩流が流

下する様子を捉えた画像。大正噴火は1914年（大

正３年）１月12日午前10時頃に開始し、13日夕刻

頃に西側山腹の火口列から溶岩流の流下が始まっ

た。溶岩流は、桜島北西麓の赤生原、横山の集落

が乗る扇状地を流下中であり、撮影時期は１月15

日前後と思われる。噴煙高度は海抜1,500ｍ程度

とかなり低くなっているが、西部火口列からはま

だ噴煙が上がっている。

　写真３は大正噴火西側火口列東端を示す画像。

これまで多くの文献で大正噴火西側火口列の東端

火口は、引の平北東の径150ｍほどの火口とされ

てきた。一方、噴火直後の報告(上田、1914)には、

引の平北東の火口の東側、尾根を越えた谷の中の

「第一噴火口」が記載されている。この火口はそ

の後の文献に現れず、詳細が不明のままだった。

上田の報告には「(山口)教諭は四月三日再び探検

して遂に火口なることを證せられたり」とあり、

この乾板に添付されていた山口氏のメモ書き（写

真４）の撮影日時、記載と一致する。この画像の

割れ目状火口が、上田の言う「第一噴火口」なの

はまず間違いない。画像から地溝状の割れ目を満

たす程度のわずかな溶岩の噴出があったと考えら

れるが、画像および添付してあったスケッチから

は大きな火口状地形は認められない。また最近の

空中写真ではこの地形は残念ながら確認できない。

とはいえ、大正噴火を引き起こした貫入した岩脈

がこれまでより東まで延び、一部が地表に現れて

いたことを示す貴重な画像と記載メモである。

　写真５は桜島東山麓の黒神集落近くの地獄河原

から撮影された桜島南岳東山腹を捉えた画像で、

1918年（大正７年）頃撮影されたものである。南

岳東山腹に開いた火口から溶岩が流出した1946年

（昭和21年)噴火以前の地形がわかる貴重な画像

である。昭和火口周辺は鹿児島市の反対側にあっ

て写真が少ない。今回発見されたガラス乾板は、

昭和噴火以前の地形を鮮明に捉えており、最近の

写真と見比べることで、昭和噴火前後の地形変化

を知ることができる。実際に近年撮影の写真と比

較すると、昭和火口周辺の谷が埋まり、薄いなが

らも火砕丘が形成されていることがわかる。これ

まで昭和噴火での火口周辺の噴出物分布はほとん

ど知られておらず、その点から貴重な資料といえ

る。

　　        川辺　禎久（産業技術総合研究所）
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　21世紀は、安心・安全な社会であることが期待されており、そ

の関心はいっそう高まっている。しかしながら、依然として火災・

爆発事故等産業災害は発生し、また、製品安全問題が種々指摘され

ている。さらに、保安に係わるコンプライアンス問題等も発生して

おり、企業は社会の信頼に十分に応えていないのが実状である。

　産業分野における安全問題や保安に係わるコンプライアンス問題

の改善には、設備や技術等のさらなる向上に加えて、企業の安全文

化の構築の必要性が指摘されている。

　製造現場においては、トップをはじめとした管理職、従業員が一

体となって、設備・機器・システムを用い、知識・技術を駆使して

生産に当たっている。しかし、保安の確保のためには、設備・機器・

システムの充実、知識・技術の向上に加えて、経営・運営に当たる

トップマネジメント、各部門の役割を担う人材、それらが有機的に

機能するための組織と管理が重要である。

　つまり、設備・機器・システムや知識・技術面もさることながら、

ガバナンス、コミットメント、ソースマネージメント、ワークマネー

ジメント、コミュニケーション、アウエアニス、ラーニング、モチ

ベーションといった構成要素からなる安全文化が重要ではないかと

の指摘であろう。

　日本経済の発展に伴う豊かな生活の実現やライフスタイルの変

化、産業の高度化、多様化、国際化の進展に伴う産業構造の変化に

より、人の感性の低下や価値観の多様化、作業の分化・専門化、コ

ンピュータ導入によるブラックボックス化、技術の伝承等種々の問

題が生じてきた。

　これらの諸問題を考えたとき、これまで暗黙知であった安全文化

という概念が失われつつあり、産業保安の向上に向け、それを想起

しなければならないということなのかもしれない。

　社会の信頼に応えるべく産業保安の向上に向けて、規制緩和と自

主保安をさらに推進していくためにも、安全文化の構築がいま企業

に求められているのであろう。

産業保安と安全文化

 防災言

田
た む ら

村 昌
まさみつ

三
 横浜国立大学（安心・安全の

科学研究教育センター）教授

東京大学名誉教授

本誌編集委員
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１）身の回りの製品による事故

　最近、私たちの生活で使われている身近

な製品や機械が原因で、怪我をしたり、人命

が失われたりする事故がとみに目立つように

なってきた。温風暖房機やガス瞬間湯沸器に

よる一酸化炭素（CO）中毒で死亡する事故、

シュレッダーに幼児が誤って両手を巻き込ま

れて指を切断する事故、大型回転ドアやエレ

ベーターに挟まれて死亡する事故、等々、連

日のように報道されている。製品や機械に関

する事故が多発している原因は、何なのであ

ろうか。製造メーカーの製品の安全設計に対

する技術力が低下したのであろうか。消費者

の安全に関する注意能力が落ちたのであろう

か。それとも、今までも実際には多く事故が

発生していたにもかかわらず、これまでは表

に出て来なかっただけ、すなわち社会の安全

水準や安全意識が向上したからだろうか。

　安全は、まず製品･機械それ自体に設計の

安全学のすすめ

向
むかいどの

殿 政
まさお

男
明治大学理工学部  学部長／教授

段階から技術的に組み込むべきものである。

例えば瞬間湯沸器等で中毒の可能性があるな

らば、COを検出したら止まるような安全装

置を付けるべきであるし、安全装置が故障し

たり安全装置を故意に短絡するようなことが

あれば、作動しないように装置全体を構成す

るのが、設計側、メーカー側の責任である。

その上で、消費者に対して換気するように本

体に注意を明確に記すべきである。

　しかし一方で、温風暖房機事故の場合、製

造されてから既に20年近くたっている製品

による事故である。回収対象の製品は約15万

台以上であり、回収･広報のために単年度で約

250億円を使用したと言われている。製造メー

カーは自分の製品について、いつまで、どの

ような形で責任を持つべきなのであろうか。

保守もせずに何十年も使用して換気を忘れた

消費者とメーカーとの責任分担はどのように

考えるべきなのであろうか。

　一方で、これらの事件･事故には、企業の管

理体制やコンプライアンスの方にも問題が内

在している。例えば、製造メーカーにおいて

事故情報が収集されなかったり、されても設

計・技術部門や経営層に伝わらなかったりす

る企業の体質に問題がある場合がほとんどで

ある。更に経営のトップは知っていたにもか

かわらず、事故を隠したり、報道により明る

みに出されても、当初は責任を他に転化した

りする企業トップの姿勢に問題がある場合も

多い。経済産業省は、事故情報を的確に報告

させ、収集させるために、消費生活用製品安
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全法を改正して、重大な製品事故が発生した

場合には事故報告を義務付け、それを公表す

る方向で動いている。身の回りの安全を確保

するための国の役割は極めて重要である。

２）身の回りの安全･安心

　人間が作ったもので、私たちの身の回りの

安全･安心を脅かすのは、何も製品や機械だ

けではない。地震や水害などの自然災害に強

い建築物、火災や犯罪などの防災・防犯に強

い街や都市づくり、等々も含まれる。更には、

①耐震偽装や詐欺のような騙されることが起

こりにくい制度、②リスクがゼロでない以上、

いくら努力しても事故は発生する可能性があ

るので、最終的に被害者を救済する保険制度、

③過失を戒め、責任を追及する裁判制度、等々

の社会制度も強く関連している。安全･安心の

実現には、多岐の分野が相互に関連している。

　確かに安全は基本的には技術で確保するこ

とを第一とするにしても、技術的側面のみで

は実現できない。そもそも安全とは何か、ど

こまでやったら安全と言えるのか、安全と責

任はどのように考えるべきか等々の安全の理

念的側面が重要である。もちろん、リスクが

存在する以上、使用者は注意をして使用しな

ければならないが、誤使用やヒューマンファ

クター、及び人間の心理も含めた人間的側面

も考えることは安全確保の基本である。また、

前述したように、収集した事故データから事

故原因を解明して設計に生かすことや企業と

して安全を重視する経営を志すという企業の

管理体制、及び技術標準の策定や規定・法規

のような国の規制体系等の組織的側面も重要

である。その他前述の社会制度などの安全関

連分野が強く関係する。

３）安全学のすすめ

　ここで提案する安全学とは、各分野で開発

されてきた安全の技術や考え方に共通する安

全の理念的側面、技術的側面、人間的側面、

組織的側面、安全関連分野を統一的に、俯瞰

的に、総合的に考察しようとするものである。

全体の関連を考慮しないで、個別の分野の中

だけで安全確保に対してばらばらに対応した

のでは、その場限りの自己保身的な対応とな

り、実質的に有効な安全対策とはなり得なく、

同じような不幸な事故はまた繰返されること

になる。

　これまで、失敗学、危険学、事故学等の提

案がなされている。安全･安心の実現に対し

て、失敗や危険の側から眺めることは極めて

基本的でかつ大事な視点であることは間違い

ない。

　一方、安全を実現するためには、失敗、危

険、事故等の直接的に安全を脅かす原因や結

果の視点を包含しつつ、積極的に安全を価値

として認め、安全に資金や資産を投入しなけ

ればならない。ここで安全学を提案するのは、

われわれは安全を高く評価して安全には金を

払い、市場として国として安全の技術や経済

や文化を創り上げていこうというアクティブ

な立場を強調したいからである。是非、安全

学という新しい学問を構築したいものであり、

安全学を提案するゆえんである。

ずいひつ
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２．「防災ショー」や「劇場型訓練」は「防
災訓練」か？

１）防災訓練の種類
　防災訓練には、形態別に大きく分けて、実動訓
練と図上訓練がある。また、災害の種類によって
訓練内容が異なるので、これもまた分類すること
が可能である。実技を身につけるための訓練、さ
らに避難所運営、災害医療関係、救助対象者別と
いうような訓練もある。図上訓練にもいろいろな
タイプがあり、見方や切り口を変えると、いろい
ろな種類分けができると言える。そこで、私のこ
れまでの経験から防災訓練を表のように分類して
みた。

２）究極の「防災ショー」（ビックレスキュー）
　「総合防災訓練」は、「ショー」だとか「劇場型」
だとか否定的な言われ方をすることがあり、確か

１．はじめに

　防災訓練には、いろいろなものがある。訓練
を多数経験・見聞すると、「これは単なる『防災
ショー』ではないだろうか」「大地震が間もなく
あるかもしれないのに、こんな訓練だけを続けて
いて良いのか」というような感想を持つかもしれ
ない。あるいは「訓練がマンネリ化している」「参
加する者のほとんどが高齢者ではないか」という
ような指摘もあるだろう。
　深刻な災害を経験された地域や、将来の災害に
本気で備えようとしている自治体等で、災害時の
対応力や地域防災力の向上に役立つことなどを目
的として、大変工夫された防災訓練が増えている。
一方で、最初に述べたような問題を感じさせる防
災訓練が多数存在することもまた現実である。
　大地震の発生が必然とされている現在、このこ
とは一般市民や企業・法人・団体等の皆様の運命
にも大いに関係がある。防災訓練の改善を考えて
いる方々も多数いると思うので、私自身の経験や
防災実務家・研究者、各地の皆様との交流の中か
ら学んだものをお示ししようと思う。

＊たかはし ひろし／練馬区健康福祉事業本部福祉部介護
保険課 認定調査係長／前練馬区危
機管理室防災課 区民防災第二課長

本当に役立つ
「防災訓練」とは！？
－いつまでも「防災ショー」「劇場型訓練」だけでよいのでしょうか？！－

高橋 洋＊

写真１　銀座を戦車が走る
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にそのような問題を含んでいる。
　東京都は 2000 年、2001 年と、非常に大規模な
ショー型の防災訓練を行い、「銀座を戦車が走る」
（実際は戦車ではなく、偵察警戒車：写真１）と
いうようなことで話題になった。想定のM7. ２直
下型という地震が発生した場合、この訓練のよう
に、地震発生直後に１箇所に大量に防災機関が集
まるということはありえない。そのうえ、参加し
ている市民や警察・消防等の防災機関の人員総数
よりも、自衛隊の人数が多いような設定は、実際
の災害の様相ともかけ離れており、訓練の組立て
としても有効性の低いものであった。

３）訓練転換の第一歩となった「練馬区・東京
都合同総合防災訓練」

　翌 2002 年、練馬区（人口約 70万人の特別区：
消防・水道などを除き、「市」並みの権限を保有）
は、東京都からの申し出により、合同で大規模な
防災訓練を行うことになった。私も含めた当時の
練馬区の担当者は、前の２回の訓練は自分たちの
目指す訓練とあまりにも違うと感じていたが、東
京都からは、「住民の活動が見えるような訓練にし
たい」という前２回とは違う方向性での申し出で
あった。そこで１箇所の大会場に集中して防災訓
練を行うのではなく、区内全域を訓練会場とする
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表　市民も参加できる防災訓練の種類（分類の例）

（注）この分類は、あくまでも一例を示したもので、全てのパターンを網羅しているものではない。

種類

図上訓練
（頭脳の防
災訓練）

実動訓練

実技訓練

主な目的

防災機関等
の連携確立

市民の自覚
普及啓発

普及啓発
連携確立
訓練展示

実技の習得

名称

ロールプレイング型

ワークショップ型（DIG）

防災ゲーム（クロスロー
ド等）

自主防災組織訓練

地域での訓練

総合防災訓練

応急救護
初期消火
救出・救助
可般ポンプ放水
応急給水
炊出し
情報通信
家具固定、ガラス飛散
防止等室内安全化

概要

特定の災害タイプの演習が一
般的

市民向けには事前対策の自覚
の効果大
防災機関等のプロ向けには連
携の確立に効果大
まちづくり等にも役立つ

ゲーム感覚で防災・危機管理
のセンスを磨く

町会・自治会程度の単位
（ワークショップ等も可能）

小学校区程度の単位
（学校行事の「防災訓練」とし
て「防災教育」も）

少なくとも自治体全体規模

訓練を通じて技術を習得する

備考

どちらかというとプロ向け

防災機関・関係団体等は、訓練の
企画・立案と準備や、ファシリテー
タやコメンテータ役を務める場合
もある

ファシリテータの養成が重要

防災機関・関係団体等の参加、市
民指導

同上
（学校「防災訓練」では自主防災組
織等が指導する場合も）

どちらかというと防災機関・団体
等が主体、市民も参加

防災機関・団体等が指導
自主防災組織や、ボランティア団
体が市民を指導する場合も
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ような防災訓練はできないだろうかと考えた。実
際には、区内の小中学校103箇所に道路、運動場、
高層ビル、高校、特別養護老人ホーム等を加えて、
120箇所程度の多数会場で同時開催した。１箇所で
のショー型よりも、実際の災害時の様相に少しは
近づけたと思う。（次年度以降、東京都の総合防
災訓練は、多数会場同時開催型になった。）
　この同時多発の大規模な訓練を行うことによ
り、少数の防災担当だけでは、どう逆立ちしても
大災害には立ち向かえないことが理解できて、そ
の後の練馬区の「全庁的な防災の取組」の第一
歩となった。これはまた、訓練の準備段階から東
京都の各局の防災担当が多数の防災機関や各種グ
ループとの連絡調整に当たる点からも学ぶことが
できた。そして、大災害に立ち向かうには、防災
機関の力だけでは絶対的に不足していること、市
民や企業・団体等の様々な活動が災害時に力を発
揮するであろうことが、全域・多数会場での防災
訓練の準備と実施を通して理解できた。

３．市民・地域社会が主役で被害を減らす
ために

１）阪神・淡路大震災の惨禍を見て
　阪神・淡路大震災のときに、普段はとても頼り
になる公的防災機関であっても、大災害発生直後
は無力であることが判明した。もちろん困難な救
助現場や大規模な延焼火災は、プロの救助隊や、
多数の消防隊の集中によって制圧できたが、それ
でも相当の時間を要した。しかしながら、圧倒的
多数の救助現場では、身近な人々が活躍した。地
域の人々によって初期消火・延焼防止に成功した
ところは、被害の拡大を食い止めることができた。
　災害対策や防災訓練の転換は、「大地震発生直
後は防災機関は無力であり、地域住民や事業所な
どが初期消火・延焼防止・救助の主役である」と
いう、リアルな認識から始まった。

２）地域防災計画の大転換から
　練馬区における転換の第一歩は、それまでの「広
域避難場所」への避難行動を中心とする計画を変
更して、地域の小中学校を「避難拠点＝避難所＋
防災拠点」と指定することから始まった。そして、
近隣に住む区役所職員と学校の教職員それぞれ５
名程度を任命し、被災者のお世話に当たらせる計
画に変えようとした。この大転換は、阪神・淡路
大震災の状況を見ていた当時の区長が発想したも
ので、これを機会に大地震災害に備えた公的備蓄
資器材は、区内十数箇所の大規模な備蓄倉庫から
103の避難拠点の備蓄庫に分散備蓄された。避難
拠点要員や地域の人々がすぐに活用できる形への
地域防災計画の転換は、私の知る限りでも東京 23
区内のある程度の区で行われた。
　このように転換した時点から、実災害時に少し
でも役に立つ防災訓練は、どのように行ったらよ
いのか模索を続けてきている１）。

３）減災（耐震補強等）や防災教育なども重視
すべき

　防災訓練で初期消火や応急手当などの技術を習
得することはもちろん大切である。しかし、被害
をなるべく発生させないための教育・啓発の場と
しても活用する必要がある。耐震補強の必要性、
家具の固定の必要性についての解説や実習、耐震
診断の普及啓発と相談会なども、一般向け防災訓
練の中のメニューとして行うと効果的である。
　小中学校や高校などの、児童生徒の防災訓練を
単に建物火災からの避難訓練にとどめておくのは
もったいないことであり、災害に対処する動機づ
けとして利用することも大切である。学校だけに
任せても、必ずしもこのような取組は進まない。
自主防災組織、消防団、消防、自治体防災担当な
どの提起と協力によって、子供たちにメニューの
豊富な、実践的な訓練を提供すると効果的である。
　日本損害保険協会等が主催し、「“ぼうさい探検
隊”マップコンクール」が全国的に行われているが、
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このような取組もまたある種の大変有効な「防災訓
練」と言ってよいだろう。

４．「役所」の災害対処能力はどうやって鍛
えられるのか

１）「総合防災訓練」には「害」もある
　世の中で「防災訓練の代表」と言えば、大抵は「総
合防災訓練」という答えがかえってくる。「害」と
いう刺激的な見出しを用いたのは、この訓練はやり
方によっては大変な害があるからである。大公園に
多数・多種類の防災機関から自主防災組織、ボラン
ティアまでが集まって訓練する場面は、実は大変な
「幻想空間」を作っているのだと言える。「大災害の
ときには、これだけの防災機関やボランティアが自
分たちを助けてくれる……。」熱心な自主防災組織
の方々ほど、このような幻想空間に出会うチャンス
が大きいのは皮肉な話である。

２）「総合防災訓練」によって「防災」への誤解が！？
　実は、自治体職員にも、この「害」が影響している。
　総合防災訓練のとき、一般の自治体職員は、部署
ごとに動員人数が割り当てられて、普段は着ること
のない「防災服」を着て、自治体の紋章がついてい
るヘルメットや帽子をかぶる。そして、参加住民の
整理・道案内や消防が行う初期消火訓練の住民整理
などを行う場合が一般的である。「防災」というと、
そのような非本来業務が真っ先に思い浮かぶ自治体
の職員も多い。

３）災害時に行うべきことを訓練しよう
　自治体職員の大災害時の仕事・役割に即して、
防災訓練を構築することが大切である。これは各
種団体や民間企業においても、同じことが言える。
　大災害時に自治体の職員が果たすべき役割は、
地域防災計画に定められている各局・部・課・係
等の所管業務であり、それが自治体職員の行うべ
き「防災業務」である。したがって、訓練をするなら、
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それらの業務を訓練しなければならない。
　訓練すべきことは、例えば次のような事柄で
ある。広報関係部署はマスコミ対応、災害対策
臨時広報、災害対策ホームページの作成など。
福祉部門は要援護者対策など。建築部門は応急
危険度判定業務など、というような具合である。
　加えて、訓練には業務継続の視点も欠かせな
い。大災害が起きたと言っても、最低限度継続
して遂行すべき業務や優先的に復旧すべき業務
がある。この優先度は事前に検討してある程度
決めておかないと混乱をきたす。それらの事柄
をハード面の改良から人員の確認や手配等も含
めてあらかじめ計画し、必要な準備をしておく
ことが、「業務継続計画」（Business Continuity 
Plan　略してBCP）である。行政にとっては「市
民の信頼」「自治体コミュニティの存続」にかか
る重要問題である。民間企業、団体等において
も同じで、「顧客、取引先との関係」「法人の存続」
に大変影響がある。したがって「業務継続計画」
の策定と図上訓練等による検証・改善の取組を
始めることが求められている。

５．練馬区での経験等から、防災訓練の
改善を考える

１）区民に「負ける」わけにはいかない
　大地震対策特別措置法が 1978 年に施行された
頃から、区民の自主防災組織である防災会の人々
は長い間防災に取り組んできた。阪神・淡路大
震災の前まで進められた「大規模火災から避難
するため、集団で大公園に行くこと」を中心と
した大地震対策を後知恵で批判することは簡単
である。しかし、区民の皆様が一生懸命自主的
な避難行動や初期消火活動、炊出し等の防災訓
練に取り組まれてきたことは間違いない。
　そして、阪神・淡路大震災の惨禍を受けて練
馬区が地域防災計画を転換し、避難拠点での活
動を始めたときにも最初に呼びかけに応えてく
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れたのは彼らであった。一部ではあったが、「行
政から言われたから」という人々は、ほとんど力
を発揮しなかった。しかし、大災害の際に少しで
も自分たちの力で被害を減らそう、被災者の困難
を緩和しようと考える人々は、本気で動き出した。
　練馬区は地域在住職員を指名し、各避難拠点で
の活動に当たらせることにした。それはそれで大
変画期的なことであったが、地域で 20年以上活
動してきた人々にはかなわなかった。職務命令で
任命されている区職員は、この時点では防災に関
してほとんど素人同然で、これをなんとかする必
要があった。

２）区民とともに学習し行動する
　通常は防災と縁のない職場の人間が、居住地や
勤務先の近隣で避難拠点要員に任命される。避難
拠点要員を育てるには、座学の教育に加えて地域
で区民とともに話し合いや訓練を行うことが大切
であった。結果論だが、そのようにして育って
きた職員は、人事異動で防災担当となっても既に
まったくの素人ではなく、日常的に「災害」を意
識するという二重の効果があった。
　2007 年１月 14日に行った「練馬区震災総合訓
練」の例で見ると、区内の 103の小中学校に避難
拠点要員（区職員６～８名程度＋学校の副校長以
下５名程度）、自主防災組織、町会・自治会、特

定郵便局職員、協定団体等が集まった。多数集
合する会場では、いろいろな訓練メニューや炊出
しなども行われた。しかしこのときの訓練の主眼
は、それぞれの避難拠点で自分たちの役割を自覚
し、避難拠点を中心とした大災害時の情報収集や
発信、連絡調整が円滑に動くことを検証する点に
あった。加えて、主として軽傷の人々の応急処置
に当たる区内の医師会などの従事者や行政として
運営に当たる保健師など、「医療救護所」のスタッ
フの結集と設備・薬品類の点検などであった。
　これらが行われているときに、同時に並行して
区役所では各部署が行う緊急初動関係の訓練、エレ
ベータの閉じ込めに対応する訓練などが行われた。
　このように書いてみても、従来の「総合防災訓
練」タイプに比べると、本当に派手さのない、サ
イレントな防災訓練であった。しかし、全体の規
模は自主防災組織、区職員、防災機関の合計人員
約 4,000 人で、ある程度大きなものであった。そ
れぞれが災害時の自ら果たす役割を演習し、確認
するという意味では本番に役立つ訓練となった。

３）防災訓練を活用して防災力向上のサイクル
を確立しよう

　区民の皆様および区民と共に地域での活動を行
う職員は、以上のように力をつけてきた。それで
は翻って、大災害が発生した場合、地域防災計画
で割り振られている役割を果たす区役所の各部署
は、どのようにして災害対応のレベルを向上させ
ているのであろか。図を見ると、いわゆる「PDCA
サイクル」のようになっていることが分かる。

６．防災訓練改善に関する今後の課題と
提言

１）防災機関はどのような取組を行ったらいい
のか

　「ショー」のための打ち合わせをどれほど繰り
返しても、災害時の関係機関や団体・法人相互の図　マニュアル作り、図上・実動訓練のサイクルの例
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連携はなかなか進まない。組織の風土ないし文化、
場合によっては言葉（用語）までも違う防災機関
等が、災害時には力を合わせて活動することにな
る。したがって、できるだけ本番に近いモードで、
ディグ（DIG：Disaster Imagination Game）をベー
スとしたワークショップタイプの図上訓練などを
行うことによって、災害時の対応能力を養うこと
こそ、当面目指すべき訓練だと言える２）。
　自衛隊が災害時に、自治体の災害対策本部に派
遣してくる隊員をLO（リエゾンオフィサー）と
言い、「連絡調整幹部」と訳される。単なる「連絡
担当者」というレベルではなく、会議で調整した
内容を部隊運用に反映させるレベルの権限を持つ
人と考えてよい。「本部に聞いてみます」「持ち帰っ
て検討します」というような「単なるお使い」で
はなく、このようなレベルの「連絡調整幹部」を
災害対策の総合調整を行う場所に派遣することが
できれば、災害時の連携活動は円滑に進む。
　この種の訓練は、練馬区震災総合訓練において、
2006 年「調整会議」、2007 年「初動期調整会議」
が行われ、私も主催側、参加側両方を経験した。
総務省消防庁による防災機関等に対する普及活動
も行われていて、全国でも少しずつこの種の図上
訓練が広がりつつある。
　「多機関連携のための図上訓練」が行われるよう
になれば、「総合防災訓練」も意味を持ってくる可
能性が高い。

２）「頭脳の防災訓練」で意識を変える
　大規模な災害を経験したり、想定される大災害
に本気で立ち向かおうとしている自治体や自主防
災組織、企業等は、それぞれ進化した防災訓練を
取り入れている。読者の皆様もぜひご自身のアン
テナを広げて、地域や企業等の防災力を高め、大
災害時に役立つ防災訓練を採用し、広めていただ
ければと思う。
　防災ゲームで「クロスロード」というものが開
発されている。DIGと同様に、目的や対象に応じ

て変化・発展する仕組みになっている。災害に立
ち向かう個々の技術向上も大切だが、効果的な事
前準備対策である耐震補強や室内の安全化にして
も、その他の災害対策にしても、対策を行う人々
が広がっていくためには、行政や市民、企業など
がその大切さをハッキリと「意識」できるかどう
かにかかっている。ゲームを使うことも意識変革
のための大切な「頭脳の防災訓練」である。そし
てDIGなどの「頭脳の防災訓練」ツールは、地
域の課題を探ることやまちづくり、地域防災力向上
のために防災資源を動員することにも効果がある。
　大災害が発生した直後は、全国で一時的に防災
意識が高揚し、技術を習得するタイプの防災訓練
が盛り上がる。しかしながら、この盛り上がりは、
年月を経るにつれて下火になる。それは、あくま
でもほかの場所の大災害によって触発されたもの
だからではないだろうか。自分たちの住んでいる
地域の問題点を確認しつつ、意識変革型の「頭脳
の防災訓練」に取り組むことができるならば、防
災意識の高まりを継続する可能性が大きくなると
言えよう。

［参考文献］

１）高橋洋著「防災－実務のガイド」日本防災出版社，
2005 年５月．

２）高橋洋共著「防災－訓練のガイド」日本防災出版社，
2006 年７月．

写真２　ワークショップ（まちあるき）発表の様子
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　二つ目の段階は、環境規制によって企業が新た

な負担を背負う時代である。例えば、昭和 40 年

代後半、公害問題によって日本は当時世界でも最

も厳しい自動車の排ガス規制を施行した。日本で

もようやく海外の高性能カーと伍すことができる

自動車が出現し、数々のスポーツカーが生まれた

が、多くは厳しい規制の中で姿を消した。企業は

せっかく開発した製品を製造中止とすることによ

る経済的な負担に加え、その後も規制を乗り越え

るために多額のコストを背負うことになる。この

段階の環境と企業の関係は、「大気汚染のような

マクロ的な公害が顕在化」⇒「規制の強化」⇒「企

業の対応、コスト負担」、という構造をしている。

一つ目の段階に比べると、加害者が不特定多数と

なり、有害物質と公害の因果関係も分かりにくく

なっている。

　三つ目の段階は、企業の自主的な環境管理の

ためのルールができた時代である。その先駆けと

なったのが、ISO14001 といえる。ISO14001 は、

企業活動に伴う環境負荷を少なくするために、企

業自らが環境方針を策定し、計画立案、実施・運用、

点検・是正措置、見直し、という一連のPDCAサ

１． 環境と企業経営の関係

　日経新聞が毎年発表する環境企業ランキングの

上位には、市場で高い競争力を持った企業の名前

が並んでいる。「環境は企業経営と切っても切り

離せない関係にある。」今では誰もが指摘するこ

とだが、環境と企業経営の関係がここまで来るに

は、いくつかの段階があった。

　まず始めの段階は、日本中で公害問題が騒がれ

た時代である。この頃、企業にとっては環境とは

顕在化した、ないしは顕在化しかねないリスクへ

の対処であった。公害により被害者が出て、企業

が排出した有害物質との因果関係が明らかにされ

ると、当該企業は莫大な賠償金を払わなければな

らなくなる。場合によっては企業の屋台骨がゆら

ぐこともあり得る。この時代の環境問題は、「有

害物質の排出」⇒「被害の発生」⇒「因果関係の

特定」⇒「賠償」、という構造をしている。加害

者と被害者が特定でき、あるいは環境問題の構造

が分かりやすいというのが特徴である。

＊いくま ひとし／株式会社日本総合研究所 執行役員 
                         主席研究員 創発戦略センター所長

環境問題と企業経営
井熊 均＊



　市場も企業のポジティブなアピールに応えた。

企業が出す環境報告書やCSRレポートは企業評

価に欠かせない存在となっている。それは、環境

保全の巧拙によって環境汚染のような具体的リス

クの可能性を評価する、という直接的な理由だけ

ではない。環境活動の良し悪しが市場の企業評価

に影響し、企業価値を動かす可能性もあるからだ。

例えば、個別の製品が同じくらいの競争力を持っ

ている企業でも、環境に関する取り組みに明確な

差があれば、株価などへの影響が出ることもある。

　企業の環境活動を評価する投資商品も生まれ

た。SRI（Social Responsibility Investment：社会

的責任投資）は環境等の面で優れた活動を行って

いる企業を対象とした投資信託である。既に、世

界には兆円単位のSRIが存在すると言われ、日本

でも 3,000 億円を超える SRI が運用されている。

投資だけではなく、融資でも環境面での活動の巧

拙により、貸出金利を変えるような商品が生まれ

ている。

　以上、環境と企業の関係を四つの段階に分けて

論じてみた。各々の段階が生まれた順番に示して

いるが、例えば、四つ目の段階になったからといっ

て、一つ目の段階の取り組みがなくなったり、価

値が落ちる訳ではない。依然として、汚染問題に

ついては原因を特定し、必要なら賠償を求めるこ

とは大切だ。以前に比べると、原因を特定し易く

するための社会的な仕組みもできている。

　環境と企業の関係の進化がこれで終わる訳でも

ない。例えば、地球温暖化問題を巡る環境と企業

の関係ができてくるのはこれからだ。現段階では、

ヨーロッパのように国が負っている温室効果ガス

の削減目標を企業レベルにまでブレークダウンし

ているのに対して、日本ではあくまで自主的な

削減努力と国レベルでの対処に頼っている。中国

は京都議定書による削減目標は負っていないもの

イクルによって環境保全活動の継続的な推進を図

るもので、1996 年に国際規格として発効した。一

つ目の段階では、有害物質による公害というよう

に加害者も被害者も特定されていたし、そもそも

被害が顕在化していた。二つ目の段階では、大気

汚染の緩和という目的は特定されており、一定の

被害も顕在化していたが、加害者は必ずしも特定

できない。これに対して、この三つ目の段階では

環境問題が特定されている訳でもなく、被害が顕

在化している訳でもなく、もちろん加害者を特定

できる訳でもない。起こり得るあらゆるリスクに

対して企業ができるだけの努力する、という不特

定リスクへの自主的対応がこの時代に生まれた制

度の特徴と言える。

　四つ目の段階は、企業が環境対応をアピール

し、市場がこれを評価する時代である。環境報

告書そのものは三つ目の段階に属するとも言える

が、先進的な企業がこぞって環境報告書を出すよ

うになって、その内容はますます洗練され、企業

は環境面での努力や実績を一層アピールするよう

になった。最近ではこれがCSR（Corporate Social 

Responsibility：企業の社会的責任）レポートへと

進化している。
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スコア
458
447
437
403
403
396
342
342
333
328
328

表　環境経営度調査製造業総合ランキング

順位
1
2
3
4
4
6
7
7
9
10
10

社      名
キャノン
ＮＥＣ
リコー
トヨタ自動車
松下電器産業
富士ゼロックス
富士通
デンソー
ソニー
富士フィルムホールディングス
日立製作所

出典：2006 年 12 月 1 日　日経産業新聞



が変わらなければならないことは間違いないので

ある。そうであれば、合意された目標が厳しいも

のであっても、実現に向けて最大限の努力をする

しか道はない。今になって、議定書の枠組みに対

して、ペシミスティックな発言をすることは生産

的ではないのである。

　

２． リスクから価値へ

　前項で示した四つの段階が企業経営にどのよう

な影響を及ぼしているのかを考えてみよう。

　一つ目の段階が企業に気づかせたのは、環境と

いう責任の重さだろう。企業は公害問題を無視し

て収益だけを求め、周囲に配慮のない行動をとれ

ば、目先の収益とは比較にならないくらい大きな

しっぺ返しを受ける、ということを認識した。今

にして思えば、当たり前のことかもしれないが、

半世紀ほど前には、物質の有害性、人的な障害と

の因果関係、企業の責任の取り方等、環境問題あ

るいは公害問題を語る上で最も基本的なことすら

社会として規定できていなかったのである。つま

り、企業と環境の問題は公害問題を含めても、半

世紀強の歴史しかないということだ。世界最初の

株式会社は 1602 年にオランダで設立された東イ

ンド会社と言われるから、企業経営にとって環境

との付き合いは始まったばかりということができ

る。言い換えると、これからまだまだ発展の余地

があると考えるべきなのだ。

　環境規制が強まった二つ目の段階に生まれたの

は、環境を起源とする競争である。厳しい環境規

制は企業の間に淘汰を生む。環境規制についてい

けない企業は単独で存続することができず、規制

をクリアした企業は競争力を高める。世界最大の

産業であり、環境面で最も重要と言える自動車産

業において、日本企業の競争力は極めて高い。日
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の、独自に 2010 年までに経済単位当たりのエネ

ルギー使用量を 2005 年対比で 20％削減する、と

いう高い目標を掲げ、これを地域ごとに割り当て

ている。国としての削減義務が決まっているのだ

から、企業あるいは地域に削減枠を割り振ってい

るヨーロッパや中国の方が正攻法的な対処方法と

言える面もある。しかしながら、先に述べたよう

に、これまで環境と企業の関係は、政策サイドが

規制や目標値を割り振るのではなく、企業が独自

に目標値を設定し、改善を繰り返していくという

方向に進んできた。その経緯を考えるのであれば、

日本の取っている方向はこれまでの環境と企業の

関係に即したものと言える。

　どちらの方法が正しいかは結果によって決まら

ざるを得ないだろう。京都議定書の国際的な約束

を守れない、ということにでもなれば、どんな

方法も正当化することは難しいからだ。見方を変

えると、これから数年の間に京都議定書によって

企業と環境の新しい枠組みが生まれる可能性もあ

る。

　日本では、京都議定書の枠組みは欧米の陰謀で

あって、当初から不利な枠組みを押し付けられた、

という指摘がよく聞かれる。確かに、オイルショッ

クや公害問題などを経て、世界中のどこの国より

も省エネルギーに努力してきた日本が、何故横並

びで基準年からの削減を目標としなくてはならな

いのか、という言い分はある。ただ、この手の話は、

外交下手の日本が過去に何度も繰り返してきた悔

やみと同じである。世界中の先進国が出席する中

で決められた枠組みであるのだから、後になって

文句を言っても仕方がないし、全ての国が納得す

る仕組みを作るのは至難の業だ。仮に世界中が技

術開発に努め、日本と同じだけのエネルギー効率

を達成したとしても、恐らく地球は救われない。

持続的な経済活動を実現するためには、日本自身



本の車は壊れにくい、気の利いた機能がついてい

る等の理由もあるが、最大の理由はエンジンにあ

る。世界トップクラスの燃費と動力性能を誇るエ

ンジンこそ、日本の自動車産業の競争力の源泉で

ある。専門家の間では、これから環境規制がます

ます厳しくなった場合、規制に対応できるのはド

イツ車と日本車だけではないか、という話もある。

　日本の自動車産業が今日の地位を築くことがで

きたのは、もちろん個々の企業の経営努力もある

が、他国に先駆けて厳しい排ガス規制をクリアす

るための努力を続けたからではないか。しかも一

過性の規制対応ではなく、それをきっかけに綿々

と排ガス機能や燃費の向上に取り組んできたこと

が、日本の自動車のエンジン性能を高めたのであ

る。排出ガスをクリーンにするためには、燃料を

できるだけ高い効率で燃焼させることが必要とな

るため、燃費が上がるだけではなく、エンジンの

出力も向上する。自然科学という言葉があるよう

に、工学の多くは自然現象を人間が利用できる形

態に変えることで人間にとっての価値を生み出し

ている。そうであれば、環境性を高めることが、

工学製品の性能を向上させることにつながるのも

自然の成り行きと言える。こうした話はエンジン

性能だけではない。改正された省エネ法のトップ

ランナー方式は、まさしく健全な競争によって工

業製品の環境性を高めようとする試みであり、高

い成果を上げた。

　三つ目の段階で ISO14001 のような自主的な管

理スキームが与えられると、環境は新たな企業改

革の視点となる。例えば、ゼロエミッションを実

施した工場では、ゴミが減るだけではなく、大幅

なコストダウンに成功することがある。ゴミをゼ

ロにすれば、原料をできるだけ無駄のないように

使うから購入費が下がる。それに伴って光熱費な

どの経費も減る。また、排出物を有効利用しよう
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とするので、新しい収入手段が増える。収入と経

費の両面から工場の運営が改善されるのだ。

　ゼロエミッションの効果は、こうした直接的な

経費や収入の改善だけでは終わらない。ゴミをゼ

ロにしよう、排出物を上手く利用しようと考える

ことで生産プロセスや工場管理の仕組みが変わる

こともあるからだ。これは、環境が企業改革のた

めのきっかけになる可能性があることを意味して

いる。企業改革では現場レベルで業務の改革や改

善のためのアイデアが積み重ねられ、しかも単な

る締め付けに終わらない前向きなテーマを共有で

きることが必要である。単なるケチケチ運動に比

べると、環境は前向きなイメージを持っているし、

ゴミを無くそう、光熱費を抑えようという気持ち

を持つことが、個々の業務の中での「気づき」に

つながるのである。

　三つ目の段階と四つ目の段階の環境と企業の位

置づけは基本的に変わらない。最も違うのは、環

境そのものが企業にとって価値を持ったことだ。

例えば、ゼロエミッションで廃棄物を無くすこと

でコストが下がれば、企業は環境をきっかけとし

て金銭的な価値を獲得することになる。もちろん

企業イメージの改善にもつながるが、具体的な評

価の仕組みがある訳ではない。しかし、企業が

環境報告書の中で自らのアクションを積極的にア

ピールし、市場がこれを評価するようになると、

環境は企業価値そのものに影響を与えるようにな

る。

　SRI では、一般の投資商品より高い利回りを達

成することがある。環境性の高い企業が、結果と

して企業価値を高める経営を実現していることの

現われとも言える。あるいは環境が企業改革の「気

づき」となっていることの証左でもある。SRI の

規模が大きくなり、環境を含め、優れた経営を行

う企業に投資資金が向かうようになると、環境は



ポジティブな関係を続けてきた環境と企業は、地

球温暖化問題を契機に厳しい認識を持つべきかも

しれない。

　だからといって、企業が環境に対してネガティ

ブなイメージを持つべきはない。この四半世紀以

上の間、環境は何時も企業に対して厳しくも正し

い先生であったからだ。何より、厳しい状況の中

にも、大きなビジネスチャンスがあることは間違

いないからだ。

３． 環境とビジネスチャンス

　近年の環境ビジネスで最も大きな成功物語の一

つはトヨタのプリウスだろう。トヨタがこの車の

開発を手がけたのは 1994 年のことだ。この時期、

狂乱のバブル経済の崩壊で日本市場はどこも低迷

し、トヨタであってもその例外ではなかった。当

時は売り上げも落ち、若者の支持を受けることが

できず、低迷していたのである。おまけに得意の

生産体制もバブル経済の後遺症で、高コスト体質

を引きずっていたと言われる。今は飛ぶ鳥を落と

す勢いで世界一の自動車会社の地位を手中にする

のも時間の問題となったトヨタにも厳しい時代が

あったのだ。

　こうした時代に、次世代を担う環境配慮型自

動車としての期待を背負ってプリウスの開発が始

まった。今でこそ環境性は多くの消費者に届くア

ピールであるが、当時は先の定義で言えば、まだ

三つ目の段階にも達していない時代で、環境とい

うキーワードが必ずしもビジネスとしての成功を

約束している訳ではなかった。にもかかわらず、

こうした車を開発しようとしたのは、トヨタが環

境に何かをかけていたからであろう。

　今をときめくプリウスも当初は販売が低迷し、

一台売るごとに赤字が出るとも言われていた。そ

18

2007予防時報 229

企業の市場価値により大きな影響を与えることに

なる。

　このように、環境の価値が市場に認められるよ

うになると、企業は環境に対して合理的な行動を

取れるようになる。多くの企業で環境部門が明確

に位置づけられるようになったのは単なる流行で

はないのだ。

　現在新しい枠組みができつつある五つ目の段階

では、環境を評価する市場と企業の関係も今まで

と違ったものになるだろう。ただし、ここ数年、

どちらかというとポジティブであった関係とは

違った様相を呈する可能性もある。その理由は二

つだ。

　一つ目は、市場がよりグローバルになるからだ。

国境を飛び越えて環境性の高い企業やプロジェク

トに対して巨額の資金が動くようになると、環

境をテーマにしているとはいえ、市場がこれまで

のように温厚な顔を続けるとは限らない。場合に

よっては、企業が市場に翻弄される場合も出てく

るかもしれない。この 10年余の間、我々は巨大

化した市場の時には暴力的とも言える力を見てき

た。同じことがこの市場でも起きないという保証

はない。企業に対して貢献とプレッシャーを繰り

返すのは市場の常である。

　もう一つの理由は、我々が直面しているのは地

球温暖化のようなグローバルで難しい問題である

からだ。問題の大きさ、因果関係の難しさ、ステー

クホルダーの多さ、解決の困難さ等において、こ

れまで我々が対処してきたいかなる問題よりも難

解だ。この問題を本気で解決しようとすれば、か

つて環境に対する知見が十分ではなかった頃、公

害問題に手探りで悪戦苦闘した以上に苦しむ可能

性がある。しかも、問題の構造が複雑で解決に途

方もない時間がかかることもあり、企業にとって

はしばらくの間厳しい時代が続くかもしれない。
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の流れが変わったのは 2000 年を超えて以降であ

る。先の環境と企業の関係で言えば、四つ目の段

階に差し掛かった頃と言うことができる。市場が

環境性の高い企業を評価し始めた時代である。

　トヨタがプリウスを通じて手にしたものは大き

い。プリウス自体が収益源になっただけではなく、

ハイブリッド自動車の市場を創り出し、そこでの

圧倒的な地位を獲得することができた。今や、あ

らゆるクラスでトヨタのハイブリッド車は独走態

勢にある。収益だけではない。敢えてリスクをとっ

て最先端の市場を切り拓いたことが、トヨタをよ

り洗練されたイメージの会社に変えるのに役立っ

た。恐らく、こうした姿勢は社内でも様々な部門

で社員のモチベーションを高めているはずだ。

　大企業で企業改革と環境が一体化した例は他に

もある。昨今の日本版企業改革の成功例として、

最も評価の高い松下電器だ。従来の殻を破るリス

トラクチャリングを断行し、今や日本最強の電機

メーカーの地位を確保した同社だが、それと並行

して力を入れてきたのが環境関連製品だ。まず、

エネルギーの世界では、次世代の発電技術の代

表格と言われる燃料電池でトップクラスの実績を

誇っている。オール電化住宅向けの製品開発も盛

んだ。また、ライフサイクルの面から見て、環境

性に優れた製品、あるいは環境問題の解決に資す

る製品をクリーンプロダクツと称し、乾燥機、給

湯器、エアコン、自動販売機等、幅広い分野で製

品を送り出している。松下電器の例は、環境は短

期的な企業改革においても矛盾するものではない

ことを示していると言える。

　環境と企業業績を両立しているのは日本企業だ

けではない。好業績で名高いアメリカのGEはエ

コイマジネーションというコンセプトを掲げ、顧

客の環境や業績の向上に寄与する製品およびサー

ビスの創造・拡充に努めている。経営トップが自

らリードする重要な企業戦略だ。

　世界中の多くの優れた企業が環境をキーワード

として事業展開へと舵を切っているのは、当然の

ことながらそこに企業として生き残りの道がある

からだ。企業にとって、環境は社会貢献のため

の手段としての域を脱し、生き残っていくために

不可欠な要素となっている。筆者は 1990 年代の

前半からインキュベーションを標榜して、主とし

て環境とエネルギーの分野での事業に関わってき

た。廃棄物処理や省エネルギーのベンチャービジ

ネスの立ち上げも手がけた。その経緯は、まさに

環境が社会的な意義から収益機会に変わっていく

プロセスであった。

　筆者の経験から、環境がビジネスとしての可能

性を高めてきたのは 20世紀から 21世紀に変わる

頃ではないかと思う。先のプリウスの収益が向上

した時期とも符合する。その最大の理由は、単

純に言うと、社会が環境に対して金を払うよう

になったことだ。プリウスはその最も分かりやす

い例だろう。他の分野でも、例えば廃棄物処理

の分野では確実な処理に対して処理料金が大幅に

アップしている。それによって淘汰された企業も

あるが、技術力の高い企業は事業を拡大した。産

業廃棄物処理の業界では特定の企業への集約が進

んだ。エネルギーの分野では風力発電やコジェネ

レーションの事業が成長した。

　企業や社会を持続させるための必須条件として

の認識が高まれば、環境性は製品やサービスの信

頼性・将来性を示す重要な要素となるため、価

格にもプレミアムがますます反映されるようにな

る。それは、ブランドや企業の実績に対してプレ

ミアムが存在する構造と同じだ。

　環境は企業にとって厳しい先生であり続ける

が、ビジネスチャンスはますます拡大するはずだ。
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気象災害とこのようにかかわってきた

　司会（山岸）　最初に今日のテーマとのかかわ

りを自己紹介を兼ねてお話しいただき、それを話

の糸口にさせていただければと思います。まず、

宮村さんからお願いします。

　宮村　私の専門分野は河川工学ですが、地図と

フォークロア（災害伝承）を研究手段にしていま

す。ですから災害現場を歩きまわります。1967 年

（昭和 42年）に羽越水害があって、山形、新潟に

大きな被害が出たのですが、そのころから災害の

起こった川を歩き、聞き取り調査を始めました。

　当時は、現地へ調査に行くことはアカデミック

ではないということで、学者・研究者はほとんど

やっていませんでした。初めて異常気象という言

葉を知ったのもそのころです。

　最近、災害地へ行ってびっくりするのは、たく

座談会

「異常気象と防災」

　日本では 2004 年に、統計をとりはじめた

1951年以降最高の10個の台風が上陸し、アメ

リカでは 2005年にハリケーンカトリーナによ

る甚大な被害が出るなど、最近世界的規模でい

わゆる異常気象が見られる。

　大きな気象災害が起こると、異常気象が原因

と言われ、その背景として地球温暖化が指摘さ

れるが、世界の気象は本当に異常なのか。また

地球温暖化の実態はどうなのか、将来予測は？

　このような疑問に最新の科学的知見を提供す

るために、また、将来の気象災害に対する防災

はいかにあるべきか議論するために、各分野の

専門家にお集まりいただいた。

　気象災害を「異常気象」のせいにしないで防

災の実を挙げるために、この座談会がいくらか

でも寄与できることを願っている。（山岸）

（この座談会 2007 年１月９日に行なわれました）

出席者：

木
き も と

本　昌
まさひで

秀　東京大学気候システム研究センター 教授

牧
まきはら

原　康
やすたか

隆　気象庁予報部 予報課長

宮
みやむら

村　忠
ただし
　　関東学院大学工学部社会環境システム学科 教授

司　会：
 
山
やまぎし

岸　米
よねじろう

二郎　財団法人気象業務支援センター 参与／本誌編集委員
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さん人が来ることと、少し遅れて行くと、学際

的でしかも専門性の高い言葉で説明されてしまっ

て、災害の状況が地元の言葉ではもう聞けないこ

とです。

　牧原　気象庁予報課長の牧原です。気象に関す

る情報は予報課だけで出すわけではなく、いろい

ろな部署が協力し合って出します。予報課として

は一般の人や防災機関との接点であるという意味

で、情報が有効に活用されるように、効果的な分

かりやすい情報を提供することに取り組んでいま

す。

　私自身は気象レーダーとかかわってきました。

現在は関連する降水量の他、土砂災害に関する情

報の調査等にもかかわっています。

　私も政府調査団の視察などで現地に行くことが

多く、地元の方から情報の改善に有効な話を聞い

ています。今日はそういうことも含めて、お話し

できたらと思っています。

　木本　私は気象庁出身ですが、1994 年から東

京大学の気候システム研究センターに移って、気

候のシミュレーションをしたり、地球温暖化や長

期予測の研究をしています。コンピュータシミュ

レーションは2004年に新しい計算が終わったばか

りです。

　ちょうどそのころ、台風や集中豪雨などによる

大きな災害もあって、地球温暖化と関係があるの

かどうか、最近そういう災害が増えてきているの

か、というようなことを一般の方にお答えする機

会が増えてきています。

　コンピュータの予測はまだまだ怪しい部分もあ

りますが、これからもっとお役に立つ情報を出せ

るように努力をしたいと思っています。

　司会　私は 1959 年に気象庁に入りました。ご

存知のように、1959 年には 4,000 人を超える方が

高潮で亡くなられた伊勢湾台風がありました。そ

の２年後には、第二室戸台風が近畿地方を直撃し、

高潮等で約 40万棟が浸水しましたが、死者は 200

人程度にとどまりました。伊勢湾台風も第二室

戸台風も、気象予報はあの時代ではほぼ満点に近

かったと思いますが、人的被害には大きな差があ

りました。そういう経験が、私自身の気象災害に

対する関心を深める大きな転機になったと思って

います。

　その後、1982 年に長崎豪雨、1983 年には島根

豪雨があり、そのころから気象警報や防災情報

の在り方が社会でも大きく取り上げられるように

なって、気象庁でも防災のための情報の考え方が

大分変わってきたと思います。

不可抗力的意味に使われた「異常気象」

　司会　最近、毎年のように台風や豪雨による災

害があって、どうも異常気象が多いのではないか

と思っている一般の方が多いようです。もちろん

異常気象イコール災害ではないのですが、気象災

害について変わったことがあるのかないのか、ま

ず最近の印象などをお話しいただきたいと思いま

す。

　宮村さんは総合治水の先駆的提唱者ですが、最

近の水害、あるいはその原因となる雨の降り方な

どをどのように見ておられるか、実例があればそ

木
本　

昌
秀
氏



ういうのも挙げて、お話しいただければと思いま

す。

　宮村　河川の分野では異常気象という言葉は、

これまでに３回クローズアップされました。

　昭和 20年代には河川の氾濫、水害が非常に厳

しかったのですが、1953 年（昭和 28 年）以降、

それほど大きな水害がなかった時期に、大変なス

ピードで河川改修工事が進みました。技術の進歩

も大きかったのですが、その結果、実験室にいれ

ば川が理解できると、土木技術者が思いあがるよ

うな傾向がありました。現地へ行くのは、レベル

が低く、現地で何が分かるかというような批判を

しばしば受けました。

　そうした中で 1967 年（昭和 42年）に羽越水害

があって、新潟県の加治川という中小河川で二度

堤防が切れ、初の「水害裁判」が起きました。水

害裁判では法的な瑕疵論議が中心になりますが、

この時に異常気象という言葉は不可抗力的な意味

で使うのに具合がよかったのではないかという気

がします。

　その後また安定した時代があって、異常気象と

いう言葉はあまり聞かれなくなったのですが、昭

和 50年代後半になって、国の直轄河川で堤防が
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壊れるということが起こって、河川行政にひどい

ショックを与えました。直轄河川の堤防が切れる

などとだれも想像してなかったと言っていいくら

い技術に自信があったのですが、そのときに異常

気象だという声がまた出てきました。

　さらにその後、非常に景気がいい時代に入っ

て防災事業が進みましたが、バブル崩壊が契機に

なって、一転、河川行政に予算がつかなくなりま

した。事業が進まなくなり、手詰まりになったと

思い始めたころ、また異常気象という言葉が出て

きました。

　３回それぞれの事情は違いますが、異常気象と

いう言葉がうまく使われているという印象を持ち

ます。

　司会　最近特に何か変わっているというように

感じられることはありますか。

　宮村　最初のころは、地元の人は水害が異常気

象によるものだということに対して反発していま

した。今はどちらかというと、みんな異常気象が

水害の原因だと簡単に割り切って、少し長いレン

ジで語る人がいなくなりました。

　例えば2005年に東京の石神井川で氾濫がありま

したが、こんなことは初めてだという被災者に聞

いてみると、たかだか 15 年前か

ら住み始めた人たちです。

　司会　異常気象という言葉が便

利に使われている面もあるのでは

ないか、あるいは社会の対応にも

問題があるのではないかと、河川

の分野からお話しいただきました

が、大雨などが最近増えていると

いうようなことはあるのでしょう

か。

　牧原　日降水量が 100mm以上

の大雨の日数が１年間に何日あっ

たか、1900 年から 2004 年までの

推移を採った気象庁で作成してい

る「異常気象レポート2005」のデー

タによると、図１のように 100年図１　日降水量 100mm以上の日数



2004 年以外はそれほど大きくありません。

　また、死者、行方不明者数は、大雨の日数との

相関はさらに小さく、単に雨量だけで気象災害を

語るというのは、なかなか難しいという気がしま

す。

　災害の面からは、都市化あるいは過疎化という

ことが少し気になっています。例えば 1999 年に

広島で土砂災害が発生して、30 名を超える方が

亡くなりましたが、これは主に新興住宅街で土砂

災害が起きた例です。

　2005 年９月の東京の水害では浸水棟数が 6,000

棟を超えています。一方、ほぼ同じころに宮崎県

を襲った台風 14号では、総雨量が 1,300mmに達

するところがありましたが、それでも宮崎県全体

の浸水棟数は 5,000 棟程度でしたから、都市化に

よる人口の密集が被害を大きくすることを物語っ

ています。都市化によって降雨の河川への流出が

速くなっているという問題も起きてきていると思

います。

　過疎で非常に気になったのは、平成 18年豪雪

で１シーズンに 100 人以上の方が亡くなったこと

です。過疎化や住民の高齢化と雪おろしというよ

うな問題がクローズアップされていますが、これ

は特に最近の特徴ではないかと考えています。

地球温暖化の現状と予想される
気象への影響

　司会　最近新聞を見ていると、「異

常気象が増えた、それは温暖化のせい

だ」と、いささか短絡しているような

印象を受けます。

　温暖化、気候変動の問題について、

木本さんからお話しいただきたいと思

います。

　木本　異常というと何か地球や自然

がおかしくなったような印象を与えま

すから、気象庁や研究者は、あまり異

常気象という言葉が好きではありませ
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間でその日数が、0.3 日増えています。年ごとの

変化が非常に大きいのですが、グラフは確かに右

肩上がりになっています。その中で、1990 年以

降では、1990 年、93年、98年、2004 年が日雨量

100mm以上の日数の多かったピークになってい

ます。

　一方気象庁の災害報告から作成した統計（図２）

を見ると、例えば浸水棟数は、大雨の右肩上が

りに比べてグラフが若干いびつになっています。

インフラ整備のおかげで、最近は災害が少なく

なっていますが ､1990 年以降を見ても、台風が 10

個上陸した 2004 年は 20 万棟弱と多いのですが、

牧
原　

康
隆
氏

図２　大雨と浸水被害
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ん。ところが、この言葉は新聞や雑誌を売るには

便利で、特に残念ながら人が亡くなるような災害

が起こったときにはインパクトがあるわけです。

　世界の気象機関の定義では、30 年に１回起こ

るか起こらないぐらいの珍しい気象現象のことを

「異常気象」と呼ぶことにしています。ですから

2003 年の冷夏は 10年前にも同じぐらいの冷夏が

あったので、気象庁では異常気象とは呼んでいま

せん。言葉をきちんと定義して使っているわけで

す。

　例えば夏の平均気温、あるいは時間降雨量など

で大きい、小さい、長い、短い、いろいろな現象

が起こりますが、これは毎年同じように起こるの

ではなく、揺らいでいます。ですから 30年に１

回ぐらいは、その平均から大きく離れた現象が起

こってもおかしくないのです。地球が温暖化して

いようがいまいが、何もなくてもそれぐらいの現

象は起きますから、異常気象と言うより、低頻度

気象現象、あるいは顕著気象現象と言う方がむし

ろ正しく、それはある程度の確率で起こってしか

るべきものと見るのが基本だと思います。

　異常気象の出方が増えたかどうかというのは、

１回１回の災害を見て言えることではなく、長期

間のスパンで見て初めて分かることです。

　司会　温暖化については、いかがでしょうか。

　木本　地球温暖化の影響にしても 10年とか 20

年の長いスパンで統計をよく見て、初めてその影

響があったかどうか分かることです。ですから、

2006 年は温暖化の兆候が顕著に現れてきたかと

いう質問には、今は答えられなくて、例えば 2030

年ぐらいになって、統計がそろってから分かるこ

とです。気象は数十年のスケールで変化しますが、

そういう変化を判定するにはまだまだデータが少

ないのです。

　しかしながら、いくら慎重な学者でも地球温暖

化については、最近怪しい兆候が出てきたことに

は、言及せざるを得ない状況になっていると思い

ます。特に気温の面では日本だけではなく、世界

中を見ても、20世紀最後の 30年は今まで見たこ

ともないような上がり方をしています。気象庁が

出している長期予報の月々の偏差は、高いところ

は赤で、低いところは青で塗ってありますが、こ

こ５～６年はほとんど赤です。ですから、30年に

１回異常気象が来るのが当たり前だとは言って

も、これだけプラスばかり続くと、それはさすが

に自然以外の要素が加わってきたと考えざるを得

ないと思います。

　一方、気温と違って雨は、降らない日の方が

圧倒的に多く、降っている場所が狭い、局地性の

気象現象ですから、雨が増えるか減るかという判

断は、気温の３倍、５倍のデータがあっても難し

いのです。土木関係の方から、「仕事をしていて、

集中豪雨が増えているのではないかと思っている

のだが、どうなのか」と聞かれても、去年、おと

としぐらいまで気象庁も我々も、まだ分かりませ

んという状態でした。それがようやく去年、気象

庁が毎日の雨量のデータをデジタル化して公表し

たので、強い雨が増えてきていると言えるように

なりました。

　温暖化によって気温が上がると、水蒸気の量が

増えて雨量が増えます。シミュレーションで地球

温暖化の長期傾向を調べると、気象への影響とし

ては平均の雨量が増えるのは当たり前ですが、そ

の中でも強い雨の頻度が増えてきます。温暖化の

傾向は、統計的に平均の雨量よりは強い雨として

現れやすいのです。

　また温暖化の影響は氷に現れやすく、氷河が

減っているのは、間違いなく温暖化の影響だと思

います。北極の海氷が薄くなっているというのも

そうでしょう。その次に現れやすいのが、水位の

変化や気温の変化です。

　雨や洪水は一番変化として捉えにくいのです

が、災害ということでは一番問題になります。

　司会　地球シミュレータによる気候変動予測の

現状を、少しお話しいただきたいと思います。

　木本　温暖化で日本について一番大事なのは、

梅雨期の梅雨前線の活動が活発になって、集中

豪雨が増える可能性が高いということだと思いま



的な見方がありますが、仮に京都議定書を全世界

がきちんと守ったとしても、これから温暖化が加

速して顕在化します。ですから、二酸化炭素排出

抑制の努力はした方がいいのは間違いないのです

が、地球に住んでいる全員が、全く電気もガスも

何も使わなくしても、０点何度ぐらい今後も上が

ります。今さら温暖化が起こるか起こらないか分

からないなどと言っている場合ではないと思いま

す。

　ですから、温暖化に適応することも考えなくて

はいけないと思います。やはり日本では集中豪雨

や洪水の被害に注意しなければなりません。

　台風は個数が減るかどうかはよく分かりません

が、温暖化して水蒸気が増えれば、同じ大きさの

台風が来ても雨量が増えます。台風のときの雨は、

それこそ土砂降りのバケツをひっくり返したよう

な雨ですので、やはり集中豪雨には注意しなくて

はいけません。

　2004 年あるいは 2006 年の梅雨時のように、そ

ういう激しい集中豪雨が起こっています。こうい

う豪雨が増えるかもしれないということは、はっ

きり言った方がいいと思っています。

堤防の強度は水防活動があって
維持される

　司会　牧原さんは防災情報を出す立場ですが、

異常気象と防災情報についてはどのように考えた

らいいのでしょう。

　牧原　大河川の堤防やダムが整備されたことに

よって、また、観測機器や報道が充実したことで、

最近大規模な災害が減ったので、相対的に集中豪

雨などによる局地的な災害がクローズアップされ

ていると思います。

　中小河川の中には、堤防が 30年に一度程度の

雨にしか耐えられない設計のものも多く、そこで

「低頻度」の集中豪雨が発生すれば、水害のおそ

れが高くなります。

25

2007予防時報 229

す。

　地球シミュレータで温暖化の実験をすると、梅

雨前線がどこかに行ってしまうのかと思ったら、

ドンと居座って、集中豪雨をたくさんもたらしま

す。シミュレーションは我々のグループや気象研

究所のグループがそれぞれ独立にやりましたが、

どちらの結果も同じですから、これは間違いなか

ろうと考えています。

　温暖化が起こると、雨の多く降るような場所、

多く降る季節では、それまでよりも雨が増えて、

そうではない例えば砂漠や半砂漠のようなところ

は、隣で雨がたくさん降ってしまうので、かえっ

て干ばつの心配があります。しかし日本の場合は、

干ばつの心配はあまりないので、集中豪雨に気を

つけていただきたいということが一番強調したい

メッセージです。

　人間活動による地球温暖化は、わずかかもしれ

ませんが 20世紀に起こっている確率が高いと思

われます。そして今はわずかであっても、次の

100 年には前の 100 年とは比べものにならないほ

ど温暖化が進むと考えられます。これから加速し

てますます本格化することは間違いありません。

　京都議定書を守るのはもう至難の業だと悲観

宮
村　

忠
氏
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　また、山などの斜面では、「低頻度現象」とし

て豪雨が起これば、多くの場合崖崩れがおき、災

害が発生するわけです。ですから、「低頻度現象」

によって災害が起こりそうな範囲をできるだけ絞

り込んで防災情報を提供するというのが、有効で

はないかと思っています。

　局地的な災害はその地域にとっては低頻度です

が、日本各地で低頻度災害が次々に起きると、災

害報道の回数が増えて社会にインパクトを与える

ことになります。局地的な災害であっても災害の

一つひとつを丁寧に報道していただけるというこ

とは、防災情報を出す立場としては、一般の方々

の意識を高めるという意味で、非常にありがたい

と考えています。

　司会　宮村さんは 1980 年代に、本誌 133 号で、

「気象変動の影響」というテーマの座談会に出席

されました。そのときも気象変動の影響と防災に

ついて、発言されています。

　宮村　自然現象と人間が関与する現象とを直接

結び付けようとすることには疑問を感じます。豪

雨と死者、これはあまり関係ないという話ですね。

統計にしても、防災上非常に重要なことが数字に

表れないことがあります。

　情報についても、防災について専門家がいろい

ろ啓蒙的発言をすることが本当にいいことなのか

疑問なところもあります。ですから私は、災害の

シンポジウムで、災害の専門家がいなくなればい

い、というような話を何回かした覚えがあります。

　河川の話をすると、大きな川の堤防はもう壊れ

なくなったと、住民も行政も管理者もみんな言い

ますし、研究者も言います。しかしそのときに忘

れているのは、堤防というのは、手当て、管理を

しないとだめだということです。例えば最近のス

ポーツはスポーツドクターが競技場にいて、選手

がケガをしたらこの試合の間はテーピングをした

ぐらいで大丈夫か、あるいはもう試合には出られ

ないかという判断をします。

　洪水になると、堤防は水が噴き出したり崩れ

たり、予測しなかったことが少なからず起きま

す。予測しなかったというよりも、こういうこと

が当たり前のように起きるのが実態です。それを

スポーツドクターと同じように、水防団の人が水

防活動をすることによって、計画どおりの堤防の

強さに持たせているのです。洪水のときに壊れな

いように努力をしていることの成果はものすごく

大きいのです。ところがこうした活動はなかなか

見る機会がありませんし、データ（統計）として

取り出せないのが現状です。そして、ひところ水

防活動はいらないという河川管理の考え方もあっ

て、今この重要な水防活動をする人がほとんどい

なくなってしまっています。

　1998 年、99年、2001 年、04年、06年もそうで

したが、日本で一番大きな堤防の一つと言われて

いる利根川でさえ、数十カ所で水が噴き出してい

るのですが、その実態はつかめていません。水防

活動によって破堤を防いだのですが、そういう事

実も知らないで、単に自然現象と災害を結び付け

てしまっているのです。河川の防災を論じるとき

にこういうことをどう考えるか、難しいところか

と思っています。

　司会　河川の堤防などのハードは、何十年に１

回の大水害に備えるために必要な強度でつくりま

すが、自然現象が変化すれば、見直しが必要に

なるかもしれません。伊勢湾台風のときは、確か

に避難も遅れましたが、一方では防潮堤が地盤沈

下で低くなっていたということも指摘されていま

す。

　温暖化によって、気象の統計値が変わるとすれ

ば、それに対応してハードも直さなければいけな

い、あるいは新たにハードを強化しなければいけ

ないということも起こるかもしれません。そうい

うことへの対応を考えた場合、あるいは水防活動

もそれに応じて啓蒙していかなければいけない、

強化していかなければいけないと思いますが、現

状ではハードはそこそこ強化されていて、温暖化

になって豪雨が増えるという話があっても、さほ

ど心配ないと考えていいのでしょうか。

　宮村　一般的にはもう治水は終わったという感
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覚です。だけど今言ったように、洪水になったら、

必ず手当てをしなければならないのに、その手当

てをする人が少なくなっているのが大問題で、そ

れを前提にしないと、堤防が大丈夫だとは言えな

いと思うのですが、世の中ではそうなってしまっ

ています。

　インフラを整備する人たちは、安全のためだ

と言ってつくっているのですが、私は実は堤防を

つくるのはよくないことではないかと思っていま

す。

　というのは水防の立場からすると、堤防をつく

るというのは戦線を拡大しているということで、

水害のリスクを高めているという側面があるから

です。堤防という長い線で勝負するより、点で

勝負できればその方がいいに決まっているだろう

ということです。だから高潮堤を整備するくらい

だったら、どうして河口堰をつくらないのか、ま

た堤防をつくれば水防活動をやらないとだめなの

ですから、それならどうしてダムで勝負しないの

かということが、なぜ議論にならないのかと思う

のです。

　これは時代に逆行する話なのですが、何となく

戦線を広げておいて、異常気象に対して、あるい

は温暖化に対してどうするかという話をしている

のはおかしいと思います。ですから、もう１回別

の思考回路で、自然現象の変化にどう対応するか

考えようといった方が世の中を啓発できるかもし

れません。

できるだけ範囲を絞り込んだ
情報を発信したい

　司会　牧原さんには、防災情報ではどんなこと

が問題になって、どんな対策が必要かなどをお話

しいただきたいと思います。

　牧原　一つは例えば活発な梅雨前線のため大雨

のおそれがあるという場合に、梅雨前線があると

ころすべてで対策をとると、それこそ日本中の防

災機関の人たちが引っ張り出されます。そういう

ことでは、対応するのはとても大変だということ

です。

　現在気象庁の出す警報は、日本中を 370ぐらい

に区切った、一つの都道府県でいうと六つぐらい

に区切ったところに警報を出しています。しかし、

それでも災害が起こるのがその区域内のごく一部

というのはよくあることです。その区域内の防災

関係者が皆引っ張り出されるのは、何とかならな

いかという話があります。

　もう一つは、災害は数十年ぶりの現象が出たと

きに起きることが多いため、防災はその土地の数

十年前の災害を教訓にすることが重要です。しか

し、特に都市部の若い住民の多くは前の災害を経

験していませんから、なかなかその土地の災害に

結び付く気象状況を認識できません。できればそ

れを情報として何とか伝えたいと思います。

　ですから二つのことを考えています。一つは、

対策をとる必要のあるところをなるべく絞り込み

たい。もう一つは何mm降るということも非常

に大事ですが、これまでに降ったことのないよう

な雨が降るということを伝えたい。

　2004 年の台風 23号のときは、１日前に出した

降水量の予想は、四国の太平洋側で 400mm、四

国の瀬戸内海側で 200 ～ 300mm。それから山陰

側で 300mmでした。四国の太平洋側は警報基準

ぎりぎりという程度の雨です。しかし瀬戸内海側

や山陰では、これまで経験したことのないような

降水量です。例えば 23号で大きな被害を受けた

兵庫県豊岡市では、記録になるような大雨でした。

　そういうことを、今まで経験したことのない人

に、できるだけお伝えしたい。それがまさに防災

への呼びかけになると考えています。

　木本　土砂災害の危険性を発表されるときに、

その手法を使っていますね。「ここ数年で最も土

砂災害の可能性が高い」と言われると、確かにド

キッとします。

　牧原　土砂災害では、土壌水分量と災害履歴は

割と関連が表れています。1991 年から 98年、８
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年間のデータを見ても、８年間の中で最も土壌水

分量が多いときに起こる土砂災害の数が非常に多

いのです。

　１年間に１回程度起きるような土壌水分量に比

べると、８年間で最も多い土壌水分量では 50倍

以上災害件数が多いということが分かっていま

す。そういうことをもとに、今までにない現象が

被害に直結することを、一般の人になるべく認識

してもらいたいと考えて、そういう情報を出して

います。

　避難勧告が出ても、なかなか避難しない人が多

いということが話題になります。大雨の警報は、

全国平均で１年間に大体７回ほど出しますが、警

報が出たからといって、そのすべてで避難が必要

な災害が起こるわけではありませんから、避難勧

告発令や住民の避難行動に結び付きにくい面があ

ります。

　ですから、災害危険がどの程度なのかというこ

とを分かりやすい形で伝える必要があると思って

います。

　司会　阪神・淡路大震災の後に、自助、共助、

公助ということが強調されて、防災はその方向に

進んでいると思います。

　自助及び共助の立場で、これからの防災でどん

なことがまず大事になるとお考えでしょう。

　宮村　私はあまり自助、共助、公助というのは

好きな言葉ではありません。ちょっと前までは、

国がみんなやりますと言っていたのが、急に自分

たちで守れと言うわけですから。

　それから、自分で守るより仕方がないというと

きに、警報が大事だというのは分かります。とこ

ろが、避難勧告を出しても避難する人が少ないの

か問題だ、ということに、どうしてすぐ結び付い

てしまうのか、と思います。

　ハザードマップづくりは、避難場所をつくるこ

と、避難経路を示すものと考えられていますが、

そうではなく、避難所へ逃げるというのが一番危

ないかもしれないという話が、やっと去年からで

きるようになりました。昨年、静岡市と清水市が

合併して、その後に出したハザードマップを説明

に行ったときに、真っ先に言ったのは、「避難場

所で安全は確保できません」という話でした。

　それではハザードマップは何のためにあるのと

いうと、避難所に行けば水や食料、あるいは情報

が得られるという行政サービスを住民に知らせる

ためにあると考えるべきだという議論が、やっと

できるようになったということです。そういうこ

とを住民にどう理解させるかということを抜きに

して、自助、共助はないと思います。

　司会　私は子供のころ、2004 年に大水害のあっ

た五十嵐川と刈谷田川と信濃川に挟まれたところ

に住んでいて、たびたび水害を経験しました。

　ですから、あそこがこうなったら逃げないとい

けないとか、パッと頭に思い浮かびます。今は施

設整備が進んで日常の水害経験が少なくなったこ

と、人の移動が激しくなって、災害を経験した人

が少なくなったことが心配になります。

　宮村　五十嵐川の防災対策で、何とかしてハー

ドをつくろうと趣意書を各戸に配布したりしたの

ですが、だれも関心を向けてくれませんでした。

改修しないと危ないと叫んでも、今はもう治水の

時代ではないだろうと、だれも乗ってきませんで

した。そして堤防が壊れました。

　堤防をつくったら安心だと皆思っている間に、

対策から抜けてしまったのが、先ほど言った水防

です。災害が起こってから工事が悪いとか、自助

が悪いとかというような話をしていても仕方がな

い、これは両方反省するより仕方がないのです。

自助、共助、公助の時代、
災害後の対策も必要

　司会　木本さんは一般市民の立場で考えて、災

害情報に対してどう身構えればいいと思われます

か。

　木本　一般市民の立場で考えると、最初は、「自

分はどうしたらいいかを教えてくれ」と思うで
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しょうね。しかしその次の瞬間には、「いや、そ

れでは無責任だから」ということで、やはり自分

でいろいろ調べたり、心構えをしたりするように

なると思います。その過程で、うちの避難場所は

どこだと調べるかもしれない。その避難場所が安

全とは限らないとか、いろいろ考えるかもしれま

せん。そのようなことを考えるきっかけになれば、

あるいは警報が出たときには、いつでも外に出ら

れるような状態にしておくなどの心構えをしてお

けば、それだけでも何人か助かると思います。

　宮村さんが言われたように、ここへ行けば安全

だから、一目散にそこへ向かうなどという単純な

ことになっては困りますが、防災意識がまず必要

だと思います。

　温暖化の問題でも、話を聞いて、今日はタクシー

を使わないで歩いて帰ろうと考える。それで温暖

化を防げるわけではないけれども、やはり皆がそ

ういう意識を持つことが大切だと思います。

　司会　牧原さん、何か追加したいことがありま

したらお話しください。

　牧原　先ほどの宮村さんから、ある意味で逆説

的なご意見がありましたが、そういう視点も含め

て対策をしなくてはいけないと思います。

　数十年間経験したことがない中で、本当にどこ

が危ないのかというのは、経験したことのある方

の教訓が大切だと思います。

　本当に災害に遭いそうな危ないところは、かな

り限られているのですから、そういう情報を公開

して、住んでいる人によく認識してもらうことが

大切でしょうし、その上で、気象庁の出す気象情

報を活用していただきたいと思います。

　宮村　災害情報で感じることは、先ほどの水害

裁判と同じように、どうもポイントがずれている

気がします。水害裁判は犯人捜しに終始してしま

い、管理瑕疵の有無のみが争点になります。しか

しそれでは、防災技術は進歩しません。

　災害情報も情報は流したのだから、流した行政

やマスコミは責任を果たしたように錯覚している

のではないでしょうか。責任を持って情報を流し

てもらうのは当然として、それで終わりではなく、

むしろそれをどう活用するかが肝心なのであって、

現在の情報の在り方にはもどかしさを覚えます。

　司会　どうもありがとうございました。最後に

特に強調したいことをキーワード的に挙げるとし

たらどんなことがあるか、一言ずつお願いします。

　宮村　自然現象の変化、人間社会の変化に慣れて

いくということが、当面必要なことだと思います。

　木本　自然現象も人間社会も、今いろいろな面

において変わり目にあると思うので、今までの経

験だけに頼ってはいてはいけないのではないかと

感じます。

　牧原　「これまで経験したことがなかったので

災害に遭った」という言葉がなるべく出ないよう

に、住民も行政も努力すれば、少しでも災害を少

なくできるのではないかと思います。

　司会　今日は自然災害を防ぐ、軽減する観点で

お話しいただきました。しかし自然災害は必ず起

こります。大きな自然災害が起こると、そこでは

その後も「災害」が継続します。災害が起きた後

の対策も、減災の一つとしてこれからますます重

要になるのではないかと思います。どうも本日は

いろいろとありがとうございました。

山
岸　

米
二
郎
氏
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るための防災情報提供の充実を目指し、その際

には住民等の視点に立ち実際に使える情報とは何

か」について、2005 年度は東海豪雨の被災経験

住民・被災企業・防災ＮＰＯへのヒヤリング、県

内自治体へのアンケート及び既存文献などに基づ

き、有識者で構成する「愛知県河川情報周知戦略

研究会」（以下「研究会」という。）で、次のとお

り整理した。なお、この三つの情報の関係は図１

のとおりである。

（１）避難行動に寄与する情報

　被災過程における情報収集、避難勧告・指示等、

情報伝達の各局面における防災情報の課題を踏ま

え、対応すべき方針を整理した。

（２）減災行動に寄与する情報

　安全な避難場所・ルートの確保、地域の備え

の強化、地域の協力体制の確保等に資する防災情

報の課題を踏まえ、対応すべき方針を整理した。

（３）住民意識の底上げに寄与する情報

　行政と住民の防災に関する認識共有、住民の被

害想定の過小評価の是正等に資する防災情報の課

題を踏まえ、対応すべき方針を整理した。

３．減災戦略プログラム

　2005 年度に策定した基本方針の先導となる具体

的な取り組みとして、研究会の意見を基に、①「手

づくりハザードマップの作成」、②「セルフチェッ

クポイントに基づく自主的対応」、③「携帯電話

を活用した浸水モニター制度の導入」の三つの

減災戦略プログラムを各モデル地区で実施した。

１．はじめに

　水災は地震と異なり、突発性の災害ではないこ

とから、普段からの備えと緊急時における的確な

情報提供があれば必ず減災効果を高めることがで

きる。そこで、愛知県では 2000 年の東海豪雨水

害を契機として、ハード整備とソフト対策が一体

となった減災対策に取り組んでいる。その一環と

して、県は実用的な浸水情報を解析し、市町村等

防災機関に提供するとともに市町村の洪水ハザー

ドマップ作成支援を行ってきた。現在、全国でトッ

プクラスの洪水ハザードマップ作成・公表市町村

数となっている。

　しかし、住民を対象に行った調査では、半数以

上の住民が洪水ハザードマップを見ておらず、浸

水状況をほとんど把握していないという結果がで

ており、市町村自体も洪水ハザードマップを作成・

公表することが最終目的となっている傾向があ

る。

　そこで、次なる対策として、東海豪雨の経験を

活かし、住民の視点に立った、実際に使える情報

や伝達方法などの検討を行い、2005 年度に「河川

の防災情報基本方針」（以下「基本方針」という。）

を策定した。

２．河川の防災情報基本方針

　「災害時に住民等の的確な判断・行動を実現す

＊おかだ やすお／愛知県建設部河川課 企画グループ技師

愛知県における
河川防災情報周知戦略

岡田 康生＊



に対応するため、住民自らが身近な危険箇所など

を把握し、避難に必要な情報を記載する地区単位

のハザードマップとなっている。また、住民が主

体的な立場で作成することによって、水害について

考えるきっかけとなることを期待したものである。

　愛知県では、一宮市奥町をモデル地域として、

この「手づくりハザードマップ」を作成し、今

後、この取り組みを県下市町村に拡大させてい

くために必要となるプログラムの開発を行った。

（１）実施内容

①第１回ワークショップ　

　水害勉強会。（写真１）

　まち歩きによる危険箇所の把握。（写真２）

　危険箇所を白地図に記入し避難経路や避難場所

の問題点について議論。（写真３）

②第２回ワークショップ

　手づくりハザードマップの原案を基に、活用方

法について議論。

　また、今後、誰が主体となってどのような場面

で活用していけるか議論。（写真４）

③一宮市奥小学校での出前講座（小学５年生、６

年生を対象）

　映像、クイズなどで水害を理解してもらい、最

後に手づくりハザードマップを紹介。（写真５）

　以下、これまで行ってきた取り組みについて紹

介する。

１）「手づくりハザードマップ」の作成
　現在策定されているハザードマップは、主

に想定浸水深から最大のものを表示する方法が

採用されており、複数の河川氾濫、内水から

の被害プロセス、避難時の危険が認識しにくい

ものであった。また、ハザードマップは、市

町村単位で作成されているため、地形や水路の

状況が読み取りにくく、避難段階で必要となる

身近な危険情報が理解しにくいものであった。

　「手づくりハザードマップ」は、こうした問題
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図１　河川の防災情報基本方針

写真１ 写真２ 写真３

写真４ 写真５



況も想定される。

　セルフチェックポイントは、地形的に内水氾濫

が先行し、安全な避難が困難となる可能性がある

地区において、住民間で予め取り決めた水害危機

管理指標（セルフチェックポイント）の状況を地

域での情報として共有することで、自主的な避難

行動を促し、地域における情報伝達の仕組みを構

築しようとするものである。

　今回、半田市の岩滑区自主防災組織をモデルと

して、このセルフチェックポイントの導入に関す

る住民参加型のワークショップを開催するととも

に、情報伝達訓練を実施し、セルフチェックポイ

ントの導入可能性を検討した。

（１）実施内容

①住民に対する水害についての勉強会

　水害に対する危機意識と自主避難の必要性を理

解してもらい、セルフチェックポイントの目的

や情報伝達網の構築について説明。（写真６）

②情報伝達訓練

　自主防災会において、「情報伝達網」を作成し、

防災訓練時に、自主防災会長→各ブロック長→

住民へと「電話・口伝え」で伝達。（写真７）

③危険箇所の指摘
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（２）実施結果（アンケート結果）

・プログラムを通じてワークショップの参加者全

員の水害に対する意識が高まった。

・プログラムの中でも、話し合いが重要と回答す

る人が多かった。

・参加者の９割以上が、手づくりハザードマップ

を見ることによって避難経路や避難のタイミン

グなど、避難の問題点に関する理解が向上した。

・町内会活動などにおいて、手づくりハザード

マップを活用しながら危険箇所や避難経路など

を検討していく機運が高まった。

・小学校での出前講座において、映像、クイズな

どを行ったが、その中で手づくりハザードマッ

プが一番印象に残ったと回答する児童が多かっ

た。

２）セルフチェックポイントに基づく自主的対応
　愛知県が管理する中小河川は、流域面積が小さ

く、雨が降り始めてから洪水になるまでの時間が

短い性格のものが多い。このため、避難勧告等の

迅速な伝達体制の確保が不可欠であるが、局所的

に低い地域では、内水氾濫の先行によって、避難

勧告の発令段階で、安全な避難活動ができない状

図２　一宮市奥町　水害手づくりハザードマップ



　自主防災会主催の防災訓練を利用し、ボードに

貼り付けたベースマップ（図３）に参加住民が

地域の身近な危険箇所を指摘（シール貼り）。（写

真８）

④ワークショップ（自主防災会代表者）

　浸水実績・想定区域、住民の指摘箇所及び標高

等地形条件を参考に、最も早く浸水する可能性
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の高い箇所を数箇所選定し、その中から、地域

住民の協議によりセルフチェックポイントを選定。

　選定したセルフチェックポイント位置図（図４）

を住民へ配布。

（２）実施結果（アンケート結果）

・勉強会や防災訓練を通じて水害に対する意識が

高まった。

図３　ベースマップ（行政作成）

図４　セルフチェックポイント位置図



話安否確認メールシステム」を活用し、双方向発

信の水害情報システムについて、有用性・実現性

などを確認した。

（１）実施内容

①安否確認メールシステム登録者の内、安城市職

員と浸水が予想されている地区の自主防災会代

表者を対象に、「モニター協力依頼＋実験内容」

を事前にメールで連絡。

②東海豪雨規模の集中豪雨により市内で浸水被害

が発生することを想定し、以下の手順で実施。

ア．河川情報（水位・雨量等）の提供＜行政→

住民＞（計３回配信）

イ．河川情報の受信をきっかけに返信機能を利

用して身の回りの浸水状況を送信＜住民→行政

＞（計３回返信）

ウ．収集された浸水状況の確認＜行政＞

エ．地域災害情報を付加した避難情報の提供＜

行政→住民＞

34

2007予防時報 229

・自主防災会内での情報伝達の手段が構築できた。

３）携帯電話を活用した浸水モニター制度の導
入

　携帯電話は、災害情報の的確な情報伝達手段と

して可能性の大きい情報ツールである。また、携

帯インターネットの普及により、情報の双方向性

が確保できるため、河川・避難情報の伝達ととも

に、内水氾濫等の地域で起きている災害情報の把

握が可能である。

　携帯電話を活用した浸水モニター制度は、携帯

インターネットの特性を活かして、①住民に向け

た河川情報の直接伝達、②地域内での浸水情報の

把握、という二つの視点から、今後の可能性が期

待できる制度であり、愛知県では、その有用性・

実現性について実証実験を実施した。

　実証実験では、安城市をモデル地域として、災

害時の安否確認を行う目的で開発された「携帯電

図５　システム概要

写真６ 写真７ 写真８



（２）実施結果（アンケート結果）

・事前のモニター登録者 166 名に対し、メール返

信者は 84名（参加率 50.6%）。

・情報収集時間は、メール返信者の約 7割が 10

分程度で返信。

・携帯電話から画像情報を同時に収集すること

で、より直感的に実情を把握。

・従来の電話による情報収集では、１対１でのや

りとりとなり、複数地区の状況を収集すること

が難しいと考えられるが、「安否確認メールシ

ステム」の様な双方向システムを利用すること

で、迅速かつ広範囲に地域の状況に関する情報

収集が可能。

　以上のことから浸水モニター制度の有用性を確

認した。但し、実用に向けてモニターの指定方法、

システムの継続性などが検討課題となった。

４．おわりに

　今回の取り組みを含めた「減災」に向けた河川

防災情報周知戦略について、全体及び個々のプロ

グラムの位置付けや役割、求められる成果などが

理解できるように、「どのようにしたら、目標が
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達成できるのか？」などストーリーを考え、１枚

の図にまとめたものが図６．「愛知県における河

川防災情報周知戦略マップ」である。

　このマップには、全体の戦略目標を「気づき」

→「正しい理解」→「正しい判断」→「正しい行

動」→「人的被害・物的被害の最小化」につなが

る「減災」とし、その全体目標に向けて上段の「行

政」と下段の「地域」という視点で、個々の取り組

むべき課題と施策、達成すべき目標を示している。

　今回、三つのモデル地区での住民参加型の実

証的な取り組みを実施したことで、広く県下市町

村に施策展開を図るうえでの課題を得ることがで

き、「河川防災情報戦略マップ」で示された目標

実現の第一歩となった。しかし、その取り組みは

途についたばかりであり、目標実現に向けては、

今後、取り組むべき課題は少なくない。とりわけ、

これら活動を拡大していくためには、住民意識の

底上げが大きな課題であり、水害に対する「気づ

き」が重要である。今回の実証的な取り組みにお

いて、住民との協働プロセスで築いた成果（コミュ

ニケーション力、行動力など）をさらに拡大させ、

目標実現に向けて取り組んでいきたいと考えてい

る。

図６．「愛知県における河川防災情報周知戦略マップ」
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社会・労働保険料等を支払っていない事業者も

ある。

（２）労働環境

①ドライバーは、13～ 14 日走り続けることもあ

る。

② 1日の労働時間、16～ 17 時間のケースもある。

③賃金 10％カット、ボーナスなし。

（３）運行の安全性

①過積載違反は 2005 年度で 2003 年度の２倍。

②新規参入業者には不法行為の処分逃れのための

事業届けもある。

大要以上のようなものであった。

　この報道の中に、いま業界が燃料高騰のみな

らず複合的な問題を抱えて喘いでいる姿が見えて

くる。トラック運送事業は、1990 年の物流二法

１．「燃料高騰に苦しむ運送業」という報道

　原油価格の高騰で燃料費が上昇、運送業界は厳

しい経営状況に追い込まれた。

　ＮＨＫで「クローズアップ現代」（19 時 30 分

から 20 時までの 30分）という番組がある。2005

年 11 月 18 日（金）になるが、その関西版「関西

クローズアップ」で、「原油高に苦しむ運送業」

という番組が放送された。

　まず、以下にその内容を紹介する。

（１）経営状況

①トラック運送事業者の 7割が赤字経営である。

②軽油価格の高騰によるコスト増分について運賃

値上げ交渉をしても、取引先になかなか応じて

もらえない。運送事業者は顧客に弱いという面

が浮き彫りになっている。

③ある事業者の 2005 年９月度の例として、１両

当りの運送収入が 127 万円、軽油費が 40 万円

（対前年同月比 10万円増）、営業利益は 36万円

の赤字になっている。

④経営の厳しい状況から、制服支給の打ち切りや

＊ほりうち たけのり／堀内経営研究事務所 所長

エコドライブと安全
－運行コスト低減に目を向けなければトラック運送事業は救われない－

堀内 武徳＊



は、物量の量的拡大に期待はかけられない。また、

運賃や料金のアップに期待することも難しい状態

になっている。

　売上げ規模の拡大が望めない環境下で経営はど

のようにして利益を生み出すか。輸送生産性の向

上なくして利益の確保は困難である。

　そのポイントとなる第１は、車両運行効率の

改善である。規制緩和で営業区域の拡大が可能に

なったことから、ネットワークの整備、共同輸送

による運行効率向上策等を図り、実車率、積載効

率を高め、これまでのトラック輸送の非効率性を

改善することに目を向けなければならない。

　ポイントとなる第２は、運行に係るコスト即ち

燃料油脂費、タイヤ費、車両修繕費のいわゆる運

行３費の低減に向けた徹底した取組みによる損益

分岐点（図表３）の引き下げである。

　この費用を低減するための具体的テーマは、

①燃料１リットル当りの走行距離の延長

②タイヤ耐用走行距離の延長

③無駄な車両修繕費の発生防止

などになる。これを可能にするためには、

①車両の日常点検を確実に

②アイドリングは最小限に（アイドリングストッ

プ等）

③正しい運転姿勢

④適切なギヤチェンジ（シフトアップは早めに）

⑤急発進・急加速・急ブレーキなどの操作防止

⑥経済速度、定速走行の励行

⑦エンジンブレーキの正しい使用

により規制緩和がなされた。その直後にバブル経

済が崩壊、長い景気低迷の時代を迎えることにな

る。景気低迷で自動車貨物輸送量は減少（図表１）、

一方業界参入の自由化により事業者数は急増し

（図表２）、その結果、貨物争奪と価格競争が熾烈

化して運賃率も大きく下落した。そうした業界の

過当競争の中で、安全・環境対策等のコスト増、

その上に燃料価格の高騰が加わり事業経営が極め

て厳しい状況にあるという実態がこの報道の中か

ら浮かびあがってくる。

２．発想の転換による収益構造改善の必要

　かつてのように貨物輸送量が豊富にあり、運

送コストが比較的低い時代には、運ぶことに専念

して稼動一本やりで利益を確保することも容易で

あったろうが、これからの日本経済構造において
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図表１　自動車貨物輸送量の推移

図表２　事業者数の推移 図表３　損益分岐点図



下に置かれず、１人が１両の車両で業務を遂行さ

せなければならないという特殊性がある。

　したがって、管理監督者の直接監督下で業務を

行う屋内労働者と比較して、トラック運送業にお

いては、ドライバー一人ひとりのサービス意識、

コスト意識のレベルがそれぞれの企業の経営目

標の実現に決定的な影響力を持つことになる。

　それゆえに経営は、プロドライバーとしての能

力と技術を高め、運転態度、運転技術、車両管理

技術の面での定石を確実に習得できるよう教育

を充実させなければならない。

２）オイルショック時に力を発揮したドライバー
　人々の記憶から遠いものになってしまってい

るが、いまから 34年前の 1973 年、第４次中東戦

争に端を発し、世界経済に深刻な事態をもたらし

た、いわゆるオイルショックに日本は見舞われ

た。

　原油価格が一気に 30％以上も引き上げられ、

原油生産量の 25％減産通告等、省資源国の日本

経済を直撃、政府は経済緊急事態宣言を発し、石

油・電力供給が 20％削減されるという事態にま

でなった。トラック運送業界にとっての命である

燃料価格が大幅に高騰し、燃料・タイヤの調達も

極めて困難な状況になった。また国内輸送量も急

減し、貨物争奪が熾烈化した。

　筆者は当時車両を多く抱える東京の事業所に

在籍していたが、オイルショック以前の高度経済
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⑧タイヤ位置ローテーションの実行と空気圧を適

性に維持

⑨オーバーロード（過積載）しない

などである。

３．費用圧縮施策の波及効果

　燃料の消費効率を高めるには、上記に示したよ

うに、ドライバーの適切な車両の扱い方、正しい

運転の励行によってはじめて可能になる。このよ

うな運転の励行は運行３費の低減にとどまるだけ

ではなく、車両の耐用走行距離の延長による減価

償却費や金利の低減などの固定費の圧縮などにも

連動していく。燃料の消費効率を高めるというこ

とは、燃料の消費量を削減することであるから、

当然のこととしてCO2 排出抑制につながってい

る。

　いわゆるエコドライブといわれるものは運行

コスト低減に向けられた運転行動そのもので、そ

れが事故を防止し、任意自動車保険料の割引率を

最大にして企業に大きな利益をもたらすことにな

る。（図表４）

４．トラック運送業の特性

１）ドライバーの質が経営を左右する
　トラック運送業の業務内容は、時間的、空間的

に流動的であり、経営者、管理者の直接指揮監督

図表４　消費効率 ( コスト）管理の費用項目と行為の相互関係

         　  管理項目 燃料油脂 タイヤ耐用 車両修繕 車両耐用 安　全
●車両の日常点検 ○ ○ ○ ○ ○
●車両故障箇所の早期発見 ○ ○ ○ ○ ○
●アイドリングストップ ○ － － － －
●急発進・急停止運転防止 ○ ○ ○ ○ ○
●等速運転をする ○ ○ ○ ○ ○
●経済的スピードでの走行 ○ ○ ○ ○ ○
●タイヤの片減り防止 ○ ○ ○ ○ ○
●適正なタイヤの空気圧維持 ○ ○ ○ ○ ○
＊コストは行為・行動の実態を忠実に反映する。
＊行為・行動を金額的に評価することにより行為・行動の違いがコストの違いとなって現れ
てくる。



成長に伴って拡大してきた事業規模を縮小、人員

整理もやむなしという事態にまで追い込まれた。

だが人員整理だけは回避しなければと当面の収益

減少を覚悟し、ドライバーを数班に分け、１週間

交代で運行業務に就かせることとした。そして、

ドライバーの業務待機期間を利用して交代要員全

員に対する教育を実施した。教育というよりも、

ドライバーとこれからのトラック事業のあり方に

ついて共に考える勉強会であった。

　その勉強会で出てきたドライバーの声は、運行

の安全と運行に係るコスト低減については自分た

ちが責任を持つので、会社は業務量の確保と燃料・

タイヤの調達に全力を尽くして欲しいというもの

であった。トラック運送事業の定石を勉強する機

会になったのである。

　当時、東京・大阪往復約 1,200kmの運行に、10

トン車で約 430 リットルの燃料を必要としてい

た。だが、勉強会終了後は約 300 リットル、燃費

30％減の運行を実現させた。タイヤの耐用走行キ

ロも 50％近く向上させた。彼らはコスト意識に

芽生え ､徹底した省燃費運転（いまでいうエコド

ライブ）に徹してくれたのである。

　結果は当時の危機を乗り切り、以降の業務拡大

にもつながったのである。このときほど、教育と

いうよりも、勉強会の重要性とその価値を思い知

らされたことはない。

５．エコドライブ研修の内容とその効果
        －経済効果と環境効果－

　いま、燃料価格高騰を背景として各方面からエ

コドライブ研修が注目されている。滋賀県にある

クレフィール湖東交通安全研修所においても、エ

コドライブ研修が盛んに行われている。

　ここでの受講生に対する研修目標は、

①ディーゼルエンジンの特性を理解させる。

②エコドライブによる経済効果の大きさを理解さ

せる。

③地球環境問題への貢献度を理解させる。

④エコドライブは安全運転そのものであることを
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理解させる。

などである。研修は以下の条件で行われている。

①使用する車両：ダミーウエイト定量積載４トン、

10トン車両

②使用する装置：ディーゼル燃料流量計

③コース設定：

　ア）発進、加速、停止の繰り返し区間

　イ）市街地走行区間

　ウ）郊外走行区間（バイパス走行イメージ）

　エ）信号で停止する区間

以上の４パターンで、それぞれの区間で消費する

燃料を１cc単位で計測する。

　実技は次のステップで行われる。

①ステップ１：自分流（指導前）で走行して計測

②ステップ２：エコドライブ走行テクニックを

　VTR＆レクチャー両面で指導

③ステップ３：ステップ２で学習した手法で再走

行

④ステップ４：ステップ１と３の各人のデータを

アウトプットし、消費燃料差を確認

⑤ステップ５：今後、エコドライブ走行を実践す

るための留意すべき事項を整理、自己の安全運

転行動の指針を確定

　以上の研修結果を 10 トン車事例で表したもの

が図表５である。図表上の（Ａ）は指導前の運

転レベル、（Ｂ）は指導後の再走行レベルで、参

加 19 人の平均値で１リットル当りの走行距離が

28.4％伸びている。これを１台の車が年間 15 万

km走行すると仮定して、軽油仕入れ価格 90円で

計算すると、軽油消費量が 11,755 リットル減、金

額にして 1,058 千円の節減になる。50 台の車両を

保有していれば、その金額は 5,290 万円にもなり、

これが即利益になる。

　個々のドライバーに自分の結果に基づき、燃費

削減額とCO2 の排出量減を計算させる（図表６）。

計算させることで利益、安全、環境の相互関係を

理解させている。事例でも明らかだが、ドライバー

個々の運転技量には個人差があるということも理

解しておく必要がある。



ておけば、ドライバーは自分の成果をそのモノサ

シに当てはめて、自分で自分を評価することがで

きる。管理者が評価しても同じになる。目標の燃

費向上率 20％を達成しようとするには、車両の日

常点検を確実に行う、正しい運転を心がける、タ

イヤ管理にも細心の注意を払うなどの行為・行動

が伴わなければ結果は出てこない。その行為・行

動は、自分で設定したモノサシで自分自身により、

自分を管理しなければならなくなる。つまり自主

管理の世界を作り出すことになる。これがドライ

バー参加型の自主管理制度である。目標はもちろ

んコストである。売上げではドライバーの運転技

量を測ることはできない。

２）目標管理がドライバーの意識と行動を変えた
事例

　この参加型の目標管理を導入して大きな成果を

上げている会社がある。大阪府摂津市にある「朝

日陸運」という会社である。以下は、筆者が同社

社長から資料提供と説明を受けた概要である。
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６．エコドライブを定着させるには

１）ドライバーによる目標管理制度の確立
　運行コスト低減の経営目標を達成しようとする

には、組織内にエコドライブを定着させなければ

ならない。

　エコドライブを定着させるには、いわゆる

Plan-Do-See のマネジメントサイクルを回す環境

を作る必要がある。その手順は、評価のモノサシ

（業績基準）を設定することから始める。

　例えば、燃費向上率 20％、タイヤ耐用走行キ

ロ 10％向上、車両修繕費 30％減など、現状から

の改善基準（Plan）を設定する。

　これがドライバーの行動目標になる。目標は

管理者がドライバーと一緒になって個人ごとに設

定する。ドライバーと一緒になってというところ

が大事である。その目標達成に向けて行動（Do）

する。行動の結果を一定期間ごとに評価（See）し、

改善基準に活かす。

　ドライバーと一緒になって「業績基準」を描い

図表５　エコドライブ研修（10ｔ車事例）　於　クレフィール湖東交通安全研修所



　2002 年の年初、社長は「我が社を取りまく環

境は非常に厳しい状況になっている。事故は会社

の命取りになりかねない。事故を防止し、全社一

丸となってこの難局を乗り切るために、これまで

売上げを重視してきた方針をコスト重視に切り替

える」として、次の方針を社内に示した。

　この内容は、同社のホームページでも紹介され

ていて、そこには次のように記載されている。

○発想の転換
　売上げを拡大して利益を確保するのではな

く、安全管理を徹底して事故をなくすことに

より利益の向上をはかっております。

　我が社では、以下の４ヶ条を掲げた結果、

大幅な事故件数の減少と燃費の向上に成功し

ております。

１． 燃費向上率 20％以上、無事故走行距離の

延長
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２． 目標達成に向け、管理者が先頭に立つ

３． 管理職者はドライバーの安全の責任を負

う

４． 記録を重視する

（以上はホームページに記載されている文面

通り）

　当初、この方針を社内に示したところ、管理者

からもドライバーからも「難しいことをやっても

できるはずがない」と反発されたという。社長は

やればできるとして、管理者とドライバーをエコ

ドライブ研修に参加させ、その年の５月から取組

みを始めたという。その実施内容は実にシンプル

で取組みやすいものになっている。

　各ドライバーは会社目標と個人目標（１リット

ル当りの走行キロ）が設定された「燃費改善推進

一覧表」を持っている。そこに記載されている個

図表６　10ｔ車エコ運転の経済効果と環境効果試算表　（訓練時作成例）
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人目標は会社目標（3.5km／１リットル）を基準

に管理者とドライバーが話し合って設定されてい

る。だから個人目標は会社目標よりも上の者もい

れば、下の者もいる。この推進表は燃料給油の都

度、実績をドライバーが計算して記入（図表７）、

実績に関するドライバーの感想を付して会社に提

出する。それに対して「会社からの励まし」があり、

ドライバーと会社の間のコミュニケーションがな

されている。

　推進表の一例であるが、「私の感想」と「会社

からの励まし」欄には次のようなことが記載され

ていた。

○Ａドライバーの私の感想

　（個人目標４kmに対して実績 4.2km）

「早起きは燃料の得、頑張れるだけ頑張って

燃費を伸ばしたい」

◎会社からの励まし

「全乗務員が見ています。模範となって頑張っ

てください」

○Ｂドライバーの感想

　（個人目標３kmに対し実績 2.8km）

「もうダメだ！」

◎会社からの励まし

「まあ焦らずに、いまは雨続きの中で業務ご

苦労様です。足元が滑りやすくなっているの

で注意して作業を行ってください」

　目標管理導入後 17 ヶ月間のデータを見せても

らったが、10トン車 10両での年間燃料削減額（当

時の燃料仕入れ価格１リットル 70 円）が 250 万

円にもなっていた。

　社長は、「目標管理を導入してからは、ドライ

バーだけではなく管理者、配車担当者の目も変

わってきた。ドライバーに対する仕事の割り振り

にも細かな気配りをするようになった。個別の燃

費を見ていると、ドライバー個々の運転の長所、

短所も見えてきて適切な指導が適時できるように

もなった。コストを軸とする目標管理はいろいろ

な相乗効果を生み、大きな成果を上げることがで

きるということを実感している。」と言われてい

た。

　この会社は、顧客からの信頼も獲得して業務量

も大幅に増大、当然のこととして運送収入も大き

く伸びてきている。

７．必要な経営戦略の転換

　物量が停滞し、貨物争奪と価格競争が熾烈化し

ている時代においては、新たな視点に立った経営

戦略の転換を図らねばならない。

　しかし、業界内には依然として「運びや意識」

で「稼動一本やり」「運収一本やり」から脱却で

きない傾向が続いている。その結果、交通社会の

中で大きな社会的使命を担っている運送事業者と

して、あってはならない様々な問題を引き起こし

ている。これでは経営が立ち行かなくなることは

明らかである。

　いま日本は深刻な少子化時代を迎えようとして

いる。運送業界は「危険、きつい、汚い」のいわ

ゆる「３K」職場の代表格といわれてきた。現在

もまさしくそうであるが、この状態が改善されな

ければ、これからは業界に新たな人材を迎え入れ

ることも困難になろう。

　発想の転換を図り、将来にわたって健全な事業

体を創り上げることが、いま経営トップに課せら

れている大きな責任と思うのだが。

図表７　燃費改善推進一覧表



イベントレポート

［ぼうさいカフェの概要］
１．趣旨

　「予防時報」に関するジャンルから毎回一つのテーマを選び、これま

で『予防時報』に深くご協力いだいている専門家をゲストに招いてご講

演をいただくとともに、司会者、ゲストを含めた参加者全員で普段から

疑問に思っていることや今さら他では聞けない些細なことなどをお茶を

飲みながら気軽に話し合うものです。

２．テーマ

　全５回を通じてサブテーマを設定し、「明日の安心は自分で掴むべき

ものであり、過去の災害に学び、進展する防災技術に対応するために、

個人個人が意識的かつ積極的に学び続けることが重要である。」という

メインテーマについて議論が深まるように、各回のテーマを構成しまし

た。

責任追及から原因究明の時代へ／吉村秀實氏（総合司会）
　昔からどこの家庭でも子どもたちは「遅くならないうちに早く帰って

来なさい」と躾けられて来ました。外は危険が一杯だけれど、家に帰れ

ばひとまず安心だったからです。しかし、最近は家庭のすぐ周辺から家

庭内部まで危険が一杯です。21世紀は「地球に優しく、安全で安心し

て暮らせる時代」を目指してスタートしたはずなのに、地球温暖化の影

響でしょうか、世界的に異常気象が続いていますし、戦争や地域紛争も

絶え間がありません。日本でもＪＲ福知山線事故をはじめ、耐震強度偽

装事件、瞬間ガス湯沸し器による中毒事故、エレベーター事故やプール

事故などが相次ぎ、今年に入ってからも、不二家事件に始まり、カラオ

ケボックスでの火災などが続き、さらには瞬間ガス湯沸し器による中毒

事故や耐震強度偽装事件までが再燃する始末です。

　「ぼうさいカフェ」でいろいろな分野の専門家の方々から出された数々

の指摘を振り返って見ますと、バブル経済破綻後の日本は、一流企業も

含めて成果主義や効率主義が優先し、最も大事な安全対策が後回しにさ

れて来たことが背景にあると感じます。組織の肥大化や同族経営に分業

化、下請け化が加わり、いわゆる“組織事故”が目立ちます。それなの

に「誰に責任があるのか」という追及ばかりが先行し、解剖を怠って来

ました。今こそ「責任追及から原因究明」を徹底し、惨事の再発を何と

か防ごうではありませんか。

　　 ぼうさいカフェ（開催報告）

総合司会：吉村 秀實 氏
よしむらひでみ／防災ジャー
ナリスト／元ＮＨＫ解説委員
本誌の主な記事（掲載号）
(158)［ずいひつ］ケーブル火

災に思う
(161)［座談会］サンフランシ

スコ地震の教訓－ロマプ
リータ地震

(164)安全への挑戦－国際鉄道
安全会議から

(172)住宅火災と高齢者
(220)［公開座談会］阪神・淡

路大震災から 10年
(223)ＪＲ福知山線事故はなぜ

起きたのか～企業の病根
を検証する～

全体に対する感想
・手作りな感じで全体的に良い
雰囲気だった。

・このような企画を各地で行っ
たら良い。

・カフェという形で意見交換が
できるのは便利だと思う。

・もっとテーマを多くして、開
催回数を増やして欲しい。

・今回のように１週間おきの夜
で５回シリーズ位が適当。
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ぼうさいカフェ　第１回　＜交通安全＞　2006 年 10 月 11 日（水）開催

身につけよう！　事故に遭わない心得を
サブテーマ：ハイテク時代の安全／自動車交通技術の側面から……防災技術が高度化してもそれだけで
は安全にはならない。使いこなすための知識や経験を積むことが必要となる。

［話題提供の内容］
１．最近の話題から

　路上駐車取締の逆効果現象……自転車、二輪車のスピードアップ

　高齢者免許返上制度……免許保有者は歩行中も事故に遭い難い

２．道路交通安全の構成システム（①車、②人、③道路環境）

　システムは一番レベルの低いところに落ち着く

　車の性能はアップし、道路環境も改善しているが「人」はそのまま

３．「人」のレベルアップのために

　意識を高める……車に対する思い、道路環境変化への認識

　知識を高める……最低限度の安全知識とは

４．事故防止に過信は禁物

　客観的に評価する……安全運転の自己評価は主観的で甘い

　優良表彰運転手の言葉

　……20年間無事故無違反でも明日は分からない

［フリーディスカッション］
参加者Ａ　車がどんどん便利になりますが、注意すべき点について具体

例があれば教えて下さい。

長江　例えばアシストブレーキシステムは、ブレーキを踏み込む速度が

速いと、軽い力でも必要以上に急ブレーキになることがあります。その

仕組みを知っておかないと追突される危険があります｡便利になった分、

新たに知っておかなければならないことが増えています。

参加者Ｂ　車の安全性能が高まった反面、これまで想定しなかった事故

が増えているとのお話がありましたが、便利にする技術自体が大きな危

険性を持っているように思えます。

参加者Ｃ　誰を対象にしているのかも重要です。これまでは比較的能力

の高い若者を想定していると思いますが、高齢社会に向かう中で、交

通安全問題の標準をどこに合わせるべきかという議論も必要だと思いま

す。

長江　車の性能が上がっても、運転するのは人間ですから、交通安全は

人の問題に帰結すると思います。科学技術に頼るよりも、飲酒運転はし

ないなど、ドライバー一人ひとりが人としてどうあるべきかを良く考え

ることが求められるのではないでしょうか。

ゲスト：長江　啓泰氏
ながえひろやす／（社）日本自
動車連盟（ＪＡＦ）副会長／日
本大学名誉教授
本誌の主な記事（掲載号）
(136)二輪車の力学と安全限界
(158)若年二輪運転者への安全

教育
(189)自動車用タイヤの基礎知

識
(195)［座談会］高齢ドライバー

と交通安全

参加者の感想
・自分の運転について考えさせ
られた。

・「人・車・道」をシステムと
して考える点は参考になっ
た。

・最新装備車における人間の問
題は興味深かった。

・道路構造の話もしてもらえれ
ば良かった。

・反応を試す実験が面白かっ
た。
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［話題提供の内容］
１．火災を考える時の３つのポイント

　①時代の流れを読む、②人間を知る、③燃焼を理解する

２．阪神･淡路大震災時の火災被害

　・非木造建物も燃える……高層ビルやマンションも火災危険あり

　・防災設備には耐震基準がない……地震で壊れて作動しない

３．日本の都市火災の変遷

　①都市大火→②ビル火災→③地震火災→④放火火災→⑤住宅火災

４．今後の火災の特徴予測（これから注意したい火災）

　①放火自殺、②独居世帯火災、③危険物火災、④高齢世帯火災

５．火災から身を守る術

　①監視、予見力……危険を予見し、予防したり危険に近づかない

　②管理力……火災を防ぐ基本は整理整頓

　③避難力……初期消火も重要だが死ぬ前に逃げる（逃げるが勝ち）

　④回復、復元力……火災保険等による経済的備え

　⑤生活、協調力……規則正しい生活とご近所づきあいが肝要

［フリーディスカッション］
参加者Ｄ　地域力が防災に役立つと言われていますが、その反面、自分

たちも火にまかれるなど大変危険だと思います。その意味で地域力をど

う理解したら良いのでしょうか。

室　　基本的に地域力はすごく重要ですが、人間の力には限界がありま

す。その点を踏まえて地域力やコミュニティを考える必要があります。

地域防災力を過大評価しすぎるのは危険です。

参加者Ｅ　耐震偽装問題に対する先生のお考えを伺いたいのですが。

室　　法律を守っていれば良いという考え方が多く、その場合安全性を

考慮していないのがほとんどです。しかし、安全な建物を提供する責務

があるはずで、技術者の倫理の問題です。さらに深刻なことは、技術者

に倫理や心構えを教育するシステムが日本にはありません。

参加者Ｆ　購入した住民にも問題があったのでしょうか。

室　　ユーザーが悪いのではなく、これも安全を見極める教育が日本で

はされていません。マンションを買う際に防災面での検討をしないのは、

「予見力」が身についていない証拠です。法律で縛りきれない以上、技

術者、供給者には倫理を、ユーザーには自衛力を身につける教育の機会

が必要です。

ぼうさいカフェ　第２回　＜火災対策＞　2006年 10月 25日（水）開催

覚えよう！　火災から身を守る術を
サブテーマ：変化する災害形態／火災の視点から……科学技術の進歩は、便利で快適な生活を実現してきた
が、同時に災害の形態も変化する。生活環境の向上と共に、防災についての新しい知識や訓練が必要となる。

ゲスト：室　　益輝氏
むろさき　よしてる／総務省
消防庁消防大学校消防研究セ
ンター所長／神戸大学名誉教
授
本誌の主な記事（掲載号）
(132)［ずいひつ］ビル火災に

おける建築家の責任
(156)避難の時間を考える
(178)超高層ビルの防火対策・

避難の考え方
(184)阪神・淡路大震災におけ

る地震火災
(208)明石花火大会における群

集雪崩
(218)[ 座談会 ] 地域防災は誰が

担う
(220)［公開座談会］阪神・淡

路大震災から 10年

参加者の感想
・講師に親しみが持てた。
・耐震と耐火がセットでないと
意味がないことが理解でき
た。

・生活スタイルを見直すきっか
けになった。

・専門的な話題が分かりやすく
聞けて良かった。

・随所でカルチャーショックを
受けた。
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ぼうさいカフェ　第３回　＜風水害軽減＞　2006年 11月８日（水）開催

学び合おう！　災害の教訓を
サブテーマ：災害の教訓を現在に活かす／自然災害史……災害も進化するが、将来予測をする上では過去
の事例が参考になる。過去の災害から学び、将来に活かす姿勢が求められる。

［話題提供の内容］
１．最近の話題から

　・竜巻（11月 7日北海道佐呂間町ほか）

　・平成 18年７月豪雨災害

２．過去の自然災害

　・水害・土石流災害（カスリーン台風・狩野川台風）

　・高潮（東京湾台風・キティ台風）

　・風災（室戸台風・第２室戸台風）

３．2006 年の異常気象

　平成 18年豪雪、記録的な日照不足、河川氾濫・土石流災害、

　台風（10号、13号）、平成 18年 10月低気圧

［フリーディスカッション］
参加者Ｇ　昔は天気予報で「台湾低気圧」「台湾坊主」などの分かりや

すい言葉が使われていたというお話がありましたが、なぜ今は使わなく

なったのでしょうか。

宮澤　心が痛む人がいるということで、放送では使わないことになりま

した。イメージしやすいと思うのですが。

吉村　昨日の竜巻についても言えますが、もう少しイメージしやすく、

危険性を繰り返すような表現をする必要があるでしょう。

参加者Ｈ　気象予報がこれだけ発達した一方で、未だに毎年自然災害で

亡くなる方がいるということに疑問を感じるのですが。

宮澤　天気図を読めなくなっていることが原因の一つではないでしょう

か。以前は自分で天気図を書いていましたが、最近は少なくなっている

ようです。

吉村　学校でも教えなくなったようです。

参加者Ｉ　一般の人が気象情報を活用して減災行動に移せるような仕組

みや知恵はないのでしょうか。

宮澤　例えば過去の台風と同じような台風が来た時に、過去の台風の被

害状況を紹介することが時々あります。過去に起きたことは事実なので、

不確定な内容ではありませんし、聞いた人もイメージしやすいと思いま

す。もう少しそういった工夫ができるとより良い予報になるのでしょう。

ゲスト：宮澤　清治氏
みやざわせいじ／初代ＮＨＫ
お天気キャスター／元気象庁
お天気相談所長／元本誌編集
委員
本誌の主な記事（掲載号）
(108)［ずいひつ］雪やコンコ

ン－ 38年北陸豪雪
(165)［座談会］これからの気

象
(170)［座談会］近年の台風災

害と防災
(199)今年の夏の気象について

参加者の感想
・前日の竜巻についての解説が
聞けて良かった。

・気象についての基礎的な正し
い知識が身についた。

・過去の災害を振り返って解説
してもらった点が良かった。

・昨今の異常気象について、よ
り深い解説が聞きたかった。

・数値が多く出てきたが、イ
メージできず難しかった。
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ぼうさいカフェ　第４回　＜津波防災＞　2006 年 11 月 22 日（水）開催

語り継ごう！　津波のこわさと人の勇気を
サブテーマ：被災体験を社会資産にするために／津波体験……被災体験には防災に活かせる様々な教訓が
含まれており、その活用が望まれる。過去の災害とその教訓を共有の知識とすることが望まれる。

［話題提供の内容］
講談／神田香織氏
１．「浜口梧陵伝」

話題提供／津村建四朗氏
２．「稲むらの火」と実話との違い

３．それぞれからの教訓

　・火事の時は村人全員が協力して消火にあたるのが最も重い掟

　　……共助の精神を守ったから村人自身も助かった

　・山寺で早鐘を突いた……単純明快な緊急信号（災害情報）

　・教科書の力……10年間で千数百万人に浸透

　・津波の前兆として引き潮があるとは限らない

　・津波祭り……毎年の伝統行事なので、防災知識が身につく

４．今村明恒氏の言葉「天災は忘れた頃に来ると言われている。しかし、

忘れないだけで防げるものではなく避けられるものではない。要は

これを防備することである。」

［フリーディスカッション］
参加者Ｊ　介護関係の仕事をしていますが、一人では避難できない人に

ついて、どう考えれば良いのでしょうか。

津村　三陸には「津波てんでんこ」という言葉があります。津波の時は

親兄弟てんでんバラバラになって、とにかく逃げるしかないという意味

です。津波が到達するまでの時間にもよりますが、数分しかない場合は

他人を助けている場合ではありませんので、津波弱者については津波を

受けない場所に移り住むとか、津波の被害を受けない建物にするなどの

対策が必要でしょう。

参加者Ｋ　先日津波注意報が出た地域の中学生と話したら、知ってはい

たが、その時間は別番組を見ていたと言っていました。もっと危機意識

を持つようにしてあげるべきだと感じます。

津村　昭和南海津波で広村では 20名が亡くなりましたが、すべて村外

から来た人でした。村民は津波教育を受けていましたから、とにかく逃

げました。また、日本海中部地震の際には、山村から遠足に来た小学生

が亡くなっています。ですから、今現在海岸地域に住んでいなくても、

津波の基礎知識を持つ必要があります。

        稲むらの火 webサイト  http://www.inamuranohi.jp/

        神田香織氏 webサイト  http://www.ppn.co.jp/kannda/

ゲスト：津村建四朗氏
つむらけんしろう／（財）地
震予知総合研究振興会副首席
主任研究員／元気象庁地震火
山部長
本誌の主な記事（掲載号）
(176)［座談会］北海道南西沖

地震
(220)「稲むらの火」－フィク

ションと実話から学ぶ津
波ぼうさい－

特別ゲスト：神田　香織氏
かんだかおり／講談師

参加者の感想
・講師、ゲスト共に生で聞けて
良かった。

・津波の正しい知識が得られ
た。
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ぼうさいカフェ　第５回　＜明日の安全＞　2006年 12月６日（水）開催

 考えよう！　これからの私たちの安全を
サブテーマ：明日からの防災と個人の役割／あるべき社会の姿……明日の安心は、与えられるものではな
いが、個人のできることには限界もある。人的特性、社会安全学を考慮しつつ限界を探る。

［話題提供の内容］
１．事故の 50年史

　・戦後復興からグローバリゼーションまで

　・バブルの崩壊と航空機関連事故

　・アメリカンスタンダードと安全問題

２．最近の事件事故……ふじみの市プール、ガス瞬間湯沸器、

    エレベータ、リコール隠し、医療過誤、耐震設計偽装問題、

    航空機トラブル、鉄道事故など

３．日本の将来展望とあるべき姿

  ・そもそも安全は存在せず危険だけがあり、その危険に対応する

ことが安全

　・これからの日本の安全文化……家族主義的な企業の特質を活か

してグローバリゼーションに耐える広い視野に立った生き生き

とした組織

［フリーディスカッション］
参加者Ｌ　バブル経済破綻後、日本企業は効率主義で利潤を上げ
ることに邁進し、安全対策が二の次になっていると言われますが、
どうお考えになりますか。
黒田　労働強化やサービス残業隠し等企業はいろいろ工夫していま

すが、これからはいかにゆったりと豊かに生きていくかという状態

が始まります。でもその割には貧しいという感じがします。

参加者Ｍ　効率優先の文化がある以上、事故はなくならないと思い

ますがいかがでしょうか。

黒田　日本人は時間に対して大変な拘りを持っており、それが

様々なトラブルの元になっています。カンタス航空のパイロットは

「Better Late Than Never」（二度と再び着かないよりも遅れてでも

着いた方がいい）と言っていました（それでも 95％ぐらいはスケ

ジュール通り飛んでいる）。そういうことが通用する企業文化を持

つことが事故を起こさない理由の一つであると感じます。

参加者N　高齢社会が問題になっていますが。

黒田　今の高齢者は健康な方が多いことから、その人の能力をどう

活かしていくかということを研究すべきでしょう。もう一つは高齢

者問題を考えているのは若い人ですが、若い人は高齢の経験がない

ため、発想を変える必要があるのではないでしょうか。

ゲスト：黒田　勲氏
くろだいさお／日本ヒューマン
ファクター研究所所長／元早稲田
大学教授
本誌の主な記事（掲載号）
(128)［座談会］過労と災害
(191)［座談会］安全とは何か
(209)車を知り、人間を知れば、

運転危うからず
(217)［座談会］産業施設の重大

事故はなぜ続く？

参加者の感想
・安全の歴史について短時間で整
理でき、すばらしかった。

・安全にコストがかかること ､
 100％はないこと ､トップの意
識が大事であること等、示唆的
だった ｡

・どのように事前に身を守るかと
いう講義が役に立った。

・安全というものは予防するもの
ということが分かった。
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損害保険業界および日本損害保険協会の諸事業や主な出来

事のうち、特に安全防災活動を中心にお知らせするページ

です。これらの活動等について、ご意見やご質問がござい

ましたら、何なりとお気軽に編集部あてお寄せください。

日本損害保険協会ホームページ： h口p://www.sonpo.or.jp/

・「地震への備え大丈夫？Jパンフレットと「地
震保険料控除の概要」チラシを制作しました！

今年（2007年）から「地震保険料控除」が創設

されたのに伴い、「地震への備え大丈夫？」パン

フレットの改訂版と新たに「地震保険料控除の概

要」チラシを制作し、 2007年1月に全国の消費生

活センターなどに配付しました（パンフレット約

150,000部、チラシ約50,000部）。

地震保険料控除は、所得税や個人住民税の税額

を計算するときに、払い込んだ地震保険料の一定

額が所得金額から差し日｜かれる制度です。

この制度により、控除対象となる地震保険料の

額に所得税率や個人住民税を乗じた額について、

税負担が軽減されることになり、税制上のメリッ

トを受けられます。

所得税 個人住民税

控除対象額
地震保険料の全額 地震保険料の1/2

（最高50,000円） （最高25,000円）

適用時期
2007年分以後の 2008年度分以後の

所得税 個人住民税

「
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籍鑓怒髭 闘志喜三E

（チラシ）

•2007 年度全国統一防火標語が決定しました！

当協会では、防火意識の高揚を目的として、

1966年度から全国統一防火標語の募集を行って

います。

本冊子No.227(2006年10月発行）でも応募の

ご案内をさせていただきましたが、今回は 18,723

点の作品が寄せられました。たくさんのご応募あ

りがとうございました。

その作品の中から入選l点、佳作5点が下記の

とおり選ばれました。

入選作品：

「火は見てる

なくしてしっかり 火の始末」

（兵庫県藤原朋子さん）

はずでは消えない 火のパワー」

（大阪府西滝一彦さん）

油断に火がつく その瞬間」

（千葉県小高雅代さん）

つけよう火災の警報器J
（石川県西森茂夫さん）

使った火の場所 もう一度J
（神奈川県西崎慶太さん）

今年度の応募作品の傾向としては、テーマが防

火ということもあり「火」という語句を含んだ作

品が多く見受けらる中、「火」を怖いものと捉え

る作風と生活に欠かせない大切なものと捉える作

風に分かれていました。

また、「家族ぐるみ」ゃ「地域ぐるみ」という

語句を含んだ作風も多く、家族や地域で防火の意

識を持つという現代社会の問題でもある家族や地

域の紳を反映した作品も多く見られました。

あなたが離れる その時を」

（高知県西固まことさん）

協会だより

佳作作品

「うっかりを

「消したはず

「危険です

「心にも

「ふりむいて

49 
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（例）地震保険の払込保険料が5万円、課税所得が

400万円の場合で、所得税率20%、個人住民

税率10%とした場合

課税所得： 400万円、地震保険料： 5万円、所

得税率： 20%、個人住民税率： 10%

・所得税の負担軽減額

50,000円（地震保険料）× 20%（所得税率）

= 10,000円

圃個人住民税の負担軽減額

25,000円（地震保険料の 1/2）× 10%（個人

住民税率） = 2,500円

※上記はあくまで一例ですので、所得税や個人

住民税の計算方法の詳細については、税務署

等にお問い合わせください。

．愛知県の事故多発交差点の特徴をまとめまし

た！

～冊子「交差点の危険ーその原因と対策はJ（愛
知県版）を作成～

道路と道路が交わる場所である「交差点」は、人

や車が多く集中し、それだけ交通事故が起きやすい

ところです。平成18年中の交通死亡事故発生状況

でも、 47.6%が「交差点内」および「交差点付近」

で発生しており、大都市になるとその割合は、さら

に高くなります。

当協会では、こうした現状を踏まえて交差点での

過去の事故データの分析や現地調査等を行い、昨年

度は、東京都および兵庫県の啓発冊子を作成し、今

回、第三弾として、愛知県版の啓発冊子「交差点

の危険～事故が多発する交差点 その原因と対策は

～」（A4判、16ページ、全カラー）を作成しました。

これらの冊子は、各警察本部から事故データの提

供等ご協力をいただき、また、交通専門家に事故の

原因や対策を提言いただくなど、写真や鳥服図等を

使用してわかりやすくとりまとめています。

子どもからお年寄りまでより多くの皆様が、日頃

よく利用する交差点での事故を防ぐにはどうすれば
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よいのかを考えるヒントとして、ご活用いただけ

れば幸いです。

なお、これらの冊子は、当協会のホームページ

から PDFファイルをダウンロードしてご覧いただ

くことも可能です。

・第 4囲「小学生のぼうさい探検隊マップコン

クール」を実施します

当協会では、安全で安心な地域社会を目指して

防災や防犯、交通安全事業など損保の経験やノウ

ハウを活かした様々な活動を展開しています。

こうした活動のーっとして、特に力を入れ

ているのが「ぼうさい探検隊」の取組みです。

「ぼうさい探検隊」とは、子どもたちが楽しみな

がら自分の住んでいるまちを探険し、防災や防犯、

交通安全に関する施設や設備などを実際に見て回

り、探険の結果をマップにまとめて、振り返ると

いう実践的な安全教育プログラムです。

このプログラムの特徴は、マップの作成を通じ

て、子どもたちの防災・防犯意識や地域への関心

が高まるとともに、小学校や消防、警察、地域住

民など多くの人たちが探検をサポートすることで

交流が図られ、地域コミュニティの強化につなが

ることです。

当協会では、「ぼうさい探検隊」を普及するため

2004年度から「小学生のぼうさい探検隊マップコ

ンクール」を実施しており、第3回となる昨年度は、

海外を含む224の小学校や子ども会、ガールスカ

（まち歩きの様子）

（第3回入賞作品）
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ウトなどの団体から合計1052作品ものご応募をい や「防災教育」に焦点を当てた二つのフォーラム

ただきました。今年度もさらに普及推進を図るた を1月20日（土）に東京都千代田区の「ベルサー

め、朝日新聞社、ユネスコ等との共催で、第4回 ル九段」で開催しました。

「小学生のぼうさい探検隊マップコンクール」を行 午前中の「自然災害フォーラム」では、今後起

います。 こりうる自然災害への備えと連携の重要性をテー

ぜひ多くの地域で「ぼうさい探検隊」を実施い マに、防災の専門家による講演やパネルデイスカッ

ただき、マップコンクールにご応募ください。 ションを行いました。当協会からも「自然災害に

（募集期間： 4月1日～11月22日） 備える損害保険」と題した講演等を行い、災害に

詳しくは、当協会のホームページをご覧下さい。 対する損害保険の役割と必要性を訴えかけました。

また、午後の「ぼうさい探検隊フォーラム」では、

・「自然災害フォーラムJと第3回「ぼうさい探 これからの防災教育のあり方をテーマに、小学校

検隊フォーラム」を開催しました の先生から、実際の授業において「ぼうさい探検

当協会では、内閣府等が主催する「防災フェア 隊」を実践した事例の紹介とマップコンクールの

2007 in東京」の一環として、「自然災害への備え」 表彰式を行うとともに、防災の専門家から防災マッ

プを通じた安全なまちづくりについてのご提言を

いただきました。

当日は両フォーラムとも防災・教育関係者や行

政関係者等約300名が参加されるなど、防災意識・

防災教育への関心の高まりが感じられました。

・自転車の安全啓発冊子「知っていますか？自転

車の事故一安全な乗り方と事故への備え」を作

成しました

当協会では、交通事故防止活動の一環として、

自転車事故に焦点をあてた啓発冊子「知っていま

すか？自転車の事故一安全な乗り方と事故への備

えjを作成しました。

自転車は運転免許や交通法規制の講習もなく誰

でも気軽に利用できる便利な乗り物として、子ど

もからお年寄りまで多くの方に利用されています

が、昨今、自転車による事故の多発が問題になっ

ています。

さらに、近年は、自転車利用者が事故の加害者

となるケースも多く、高額な損害賠償訴訟に発展

するケースもあとを絶ちません。

本冊子は、多発する自転車事故の特徴やその対

策、交通ルールやマナー、事故に備える保険など

51 
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協会だより

をわかりやすくまとめています。子どもからお年

寄りまで環境にもやさしくクリーンで便利な自転

車をご利用される多くの方々にとって、交通事故

防止の一助としてご活用いただければ幸いです。

．東京都に対し軽消防自動車を寄贈しました！

～地域の消防力強化に向け4つの消防団に配備

されました～

当協会では、地域の消防力の強化・拡充に協力

するため、全国の自治体や離島へ消防自動車等の

資機材を寄贈しています。

こうした事業の一環として、 2006年度も東京都

に対して、大規模地震の際にも機動力を発揮する

「可搬ポンプ積載用軽消防自動車」 4台の寄贈を決

定し、 3月12日（月）に東京消防庁にて寄贈式を

行いました。寄贈車はその後、品川消防団第4分団、

田園調布消防団第3分団、小石川消防団第3分団、

光が丘消防団第l分団に配備されました。

東京都への寄贈事業は 1952年度（昭和27年）

に公設火災警報器を寄贈して以来、これまでに、

可搬ポンプ積載用軽消防自動車27台、人員輸送

車20台、査察広報車46台、指揮観察車34台、

査察調査用自転車825台、電動自転車23台、災

害用デジタル写真転送システム一式、地理情報

システムおよびパーソナルコンピュータ一一式、

防災ビデオ記録映像一式等を寄贈しています。
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当協会では、引き続き安全で安心な地域社会を

目指して地域の消防力強化・拡充に協力していき

ます。

・「損害賠償の知識2007（あんかんテキスト）」

を各警察本部に寄贈！

～全国の安全運転管理者等講習会で使用されま

す～

当協会では、安全で安心な地域社会を目指して、

様々な交通安全事業を推進していますが、その一

環として、今年度も交通安全啓発冊子「損害賠償

の知識2007（あんかんテキスト）」を約40万部、

全国の警察本部等へ寄贈しました。

安全運転は、自動車を使用する企業の社会的責

任であり、道路交通法でも企業に運転管理業務の

遂行を義務付けています。

本テキストは、こうした全国の安全運転管理者

向けに、事故が起きたときに避けて通れない「損

害賠償の問題」を正しく理解していただくことを

目的に毎年作成しているものです。「交通事故時に

おける企業の賠償責任」や「示談のプロセス」、「交

通事故による損害賠償に備える保険」などについ

てイラストやクイズによりわかりやすく紹介して

います。正しい損害賠償の知識を持つことは事故

を起こしたときの円滑な解決のみならず、日頃の

安全運転の意識を高めることにも繋がります。本

テキストが交通安全指

導される皆さまのお役

に立てれば幸いです。

なお、本テキストの

PDFファイルにつき

ましては、当協会ホー

ムページ上よりダウン

ロードできます。

呈旦堕£9.

2007 

：三日本損害保援協会
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2006年10月・11月・12月

災害メモ

3人死亡。2階居室の石油ストーブ

付近が火元か。

●12・29　東京都墨田区の鉄骨2

階建て住宅約90m2焼損。3人死亡。

1階居間の石油ストーブ付近が火元

か。　

★陸上交通

●11・１　北海道留寿都村の国道

230号で、対向車線にはみ出した大

型トラックが別のトラック2台と正

面衝突。3人死亡、2人負傷。

●11・１　愛知県北名古屋市の点滅

信号の交差点で乗用車と大型トラッ

クが出会い頭に衝突。乗用車の4人

死亡。

●11・８　秋田県東成瀬村の県道で、

ワゴン車が約70m崖下に転落。5人

死亡。雪でスリップか。

●11・15　山口県下関市のショッピ

ングセンター「山の田サティ」の立

体駐車場のらせん状通路で、乗用車

がフェンスの金網を突き破り約8m

下の店舗裏空き地に転落。4人死亡。

●11・19　岡山県岡山市のＪＲ津山

線玉柏－牧山駅間で、津山発岡山行

き下り列車が脱線、横転。25人負傷。

（グラビアページ）。

●12・24　秋田県湯沢市の国道13

号で、反対車線にはみ出した乗用車

が大型トラックと衝突。3人死亡。

シャーベット状の雪でスリップ。

★海上

●10・６　宮城県女川港沖で、山

代水産所有の大型サンマ漁船「第7

千代丸」が大しけの中座礁。乗組員

全員16人行方不明。

●10・６　茨城県鹿島港沖に停泊

中のパナマ船籍貨物船「ジャイアン

ト・ステップ」で火災。操船不能の

まま強風に流され、約3時間後に座

礁。乗組員13人が海に転落。10人死・

不明、3人負傷。積荷の鉄鉱石と油

★火災

●10・21　福岡県豊前市の木造2

階建て住宅約230m2全焼｡5人死亡、

1人負傷。電気製品ショートの可能

性。

●11・11　兵庫県加古川市の軽量

鉄骨2階建て住宅約130m2のうち約

60m2焼損。3人死亡。

●11・15　奈良県高取町の木造2

階建て住宅と離れ、ガレージ計約

300m2焼損。3人死亡。母屋台所の

石油ストーブ附近が火元。

●11・18　静岡県浜松市の鉄骨2

階建て住宅約120m2全焼。周辺の民

家や工場、アパートなど計4棟に延

焼。4人死亡、1人負傷｡タバコの

火の不始末か。

●12・26　仙台市青葉区の木造2

階建て住宅の2階部分約36m2焼損。

流出。

●10・８　静岡県下田港で遊漁船

「第3明好丸」が高波を受け転覆。7

人死・不明、1人負傷。

★自然

●11・７　北海道佐呂間町の若狭

地区で竜巻発生。トンネル工事のプ

レハブ事務所や民家など損壊。9人

死亡、31人負傷。

●11・15　千島列島択捉島の東北

東390kmを震源とする地震。M7.9、

深さ30km。津波警報・注意報発令。

宮城県で漁船転覆。三宅島で80cm、

カリフォルニアでも津波観測。

★その他

●12・14　北海道苫小牧市の2階

建てアパートの101号室で、女性と

子供らがポータブル式灯油ファン

ヒーターの不完全燃焼による一酸化

炭素中毒。7人死亡、1人負傷。

★海外

●10・３　韓国・京幾道平沢市の

海岸沿いを走る高速道路の橋上で、

トラック同士の衝突をきっかけに

バスを含む計29台の多重衝突事故、

一部炎上。11人死亡、54人負傷。

●10・10　グアテマラ・メキシコ

との国境に向かっていたバスが雨と

霧の中で100m下の谷に転落。42人

死亡、5人負傷。

●10・11　アメリカ・ニューヨー

ク州マンハッタンのイーストリバー

沿いの50階建てマンションに2人

乗り軽飛行機が衝突・落下、炎上。

2人死亡、16人負傷。

●10・11　フランス・ルクセンブ

ルクからナンシーへ向かう急行列車

が線路補修で単線になっていた区間

で貨物列車と正面衝突。6人死亡、

16人負傷。

●10・17　トルコ・コニヤ近郊で
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3人死亡。2階居室の石油ストーブ

付近が火元か。

●12・29　東京都墨田区の鉄骨2

階建て住宅約90m2焼損。3人死亡。

1階居間の石油ストーブ付近が火元

か。　

★陸上交通

●11・１　北海道留寿都村の国道

230号で、対向車線にはみ出した大

型トラックが別のトラック2台と正

面衝突。3人死亡、2人負傷。

●11・１　愛知県北名古屋市の点滅

信号の交差点で乗用車と大型トラッ

クが出会い頭に衝突。乗用車の4人

死亡。

●11・８　秋田県東成瀬村の県道で、

ワゴン車が約70m崖下に転落。5人

死亡。雪でスリップか。

●11・15　山口県下関市のショッピ

ングセンター「山の田サティ」の立

体駐車場のらせん状通路で、乗用車

がフェンスの金網を突き破り約8m

下の店舗裏空き地に転落。4人死亡。

●11・19　岡山県岡山市のＪＲ津山

線玉柏－牧山駅間で、津山発岡山行

き下り列車が脱線、横転。25人負傷。

（グラビアページ）。

●12・24　秋田県湯沢市の国道13

号で、反対車線にはみ出した乗用車

が大型トラックと衝突。3人死亡。

シャーベット状の雪でスリップ。

★海上

●10・６　宮城県女川港沖で、山

代水産所有の大型サンマ漁船「第7

千代丸」が大しけの中座礁。乗組員

全員16人行方不明。

●10・６　茨城県鹿島港沖に停泊

中のパナマ船籍貨物船「ジャイアン

ト・ステップ」で火災。操船不能の

まま強風に流され、約3時間後に座

礁。乗組員13人が海に転落。10人死・

不明、3人負傷。積荷の鉄鉱石と油

★火災

●10・21　福岡県豊前市の木造2

階建て住宅約230m2全焼｡5人死亡、

1人負傷。電気製品ショートの可能

性。

●11・11　兵庫県加古川市の軽量

鉄骨2階建て住宅約130m2のうち約

60m2焼損。3人死亡。

●11・15　奈良県高取町の木造2

階建て住宅と離れ、ガレージ計約

300m2焼損。3人死亡。母屋台所の

石油ストーブ附近が火元。

●11・18　静岡県浜松市の鉄骨2

階建て住宅約120m2全焼。周辺の民

家や工場、アパートなど計4棟に延

焼。4人死亡、1人負傷｡タバコの

火の不始末か。

●12・26　仙台市青葉区の木造2

階建て住宅の2階部分約36m2焼損。

流出。

●10・８　静岡県下田港で遊漁船

「第3明好丸」が高波を受け転覆。7

人死・不明、1人負傷。

★自然

●11・７　北海道佐呂間町の若狭

地区で竜巻発生。トンネル工事のプ

レハブ事務所や民家など損壊。9人

死亡、31人負傷。

●11・15　千島列島択捉島の東北

東390kmを震源とする地震。M7.9、

深さ30km。津波警報・注意報発令。

宮城県で漁船転覆。三宅島で80cm、

カリフォルニアでも津波観測。

★その他

●12・14　北海道苫小牧市の2階

建てアパートの101号室で、女性と

子供らがポータブル式灯油ファン

ヒーターの不完全燃焼による一酸化

炭素中毒。7人死亡、1人負傷。

★海外

●10・３　韓国・京幾道平沢市の

海岸沿いを走る高速道路の橋上で、

トラック同士の衝突をきっかけに

バスを含む計29台の多重衝突事故、

一部炎上。11人死亡、54人負傷。

●10・10　グアテマラ・メキシコ

との国境に向かっていたバスが雨と

霧の中で100m下の谷に転落。42人

死亡、5人負傷。

●10・11　アメリカ・ニューヨー

ク州マンハッタンのイーストリバー

沿いの50階建てマンションに2人

乗り軽飛行機が衝突・落下、炎上。

2人死亡、16人負傷。

●10・11　フランス・ルクセンブ

ルクからナンシーへ向かう急行列車

が線路補修で単線になっていた区間

で貨物列車と正面衝突。6人死亡、

16人負傷。

●10・17　トルコ・コニヤ近郊で
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日本人ツアー客らを乗せたバスが激

しい雨の中、スリップし横転。1人

死亡、25人負傷。

●10・17　イタリア・ローマの地下

鉄ヴィットリオ・エマニュエル駅で

乗客が乗降中の電車に後続の電車が

追突。1人死亡、110人負傷。

●10・19　インド・マディヤプラデー

シュ州で定員オーバーのバスが増水

した貯水池に転落。56人死亡、9人

負傷。

●10・23　パナマ・パナマ市のダ

ウンタウンで43人乗りのバスが爆

発的に燃え、18人死亡、25人負傷。

燃料タンクからのガソリン漏れか。

●10・25　インド・シッキム州で

60人以上乗ったバスが川に転落。21

人死亡。

●10・29　ナイジェリア・アブジャ

で強風・雷雨の中、ADC航空の105

人乗りB737型機が離陸直後、滑走

路端近くに墜落・炎上。97人死亡、

9人負傷。天候の回復を待つように

という管制塔の指示を無視して離

陸。

●11・５　中国・山西省の炭鉱でガ

ス爆発。47人死亡、32人負傷。停

電で排気ファンが止まりガスがたま

る。

●11・13　南アフリカ・ケープタウ

ン郊外で農場労働者を乗せたトラッ

クが踏み切りで立ち往生し通勤列車

と衝突。27人死亡、7人負傷。

●11・15　アメリカ・ノースカロラ

イナ、ミシシッピー、ルイジアナ、

アラバマ各州で暴風雨。翌朝ノース

カロライナで竜巻、幅800m、長さ

1,600mにわたりモービルホームなど

40棟が土台から吹き飛ぶなど全壊。

12人死亡、24人負傷。

●11・18　中国・江蘇省の生徒数

1,600人の中学校で、夕方の授業終

了時階段で将棋倒し。6人死亡、39

人負傷。生徒のひとりが階段踊り場

で靴紐を結ぼうと立ち止まったのが

原因か。

●11・20　グアテマラ・グアテマラ

市の露天市場で、無許可の臨時花火

屋台から出火。数百の常設屋台のう

ち40店全焼。15人死亡。

●11・22　アメリカ・マサチューセッ

ツ州のインク、接着剤など製造の化

学工場で爆発・火災。付近の住宅・

商店など25棟全壊、65棟半壊。1.5km

離れた学校のガラスが割れるほどの

大爆発。12人負傷。

●11・22　インドネシア・ジャワの

スラバヤ付近で、地割れ発見5時間

後に天然ガスパイプライン爆発。8

人死亡。5月に土石流が発生し、パ

イプラインが土砂に埋もれ、土砂の

重みで破損。

●11・30　フィリピン・ルソン島ア

ルバイ州のマヨン火山周辺で、台風

21号による豪雨で泥流発生。1,283

人死・不明、438人負傷。（グラビア

ページ）。

●12・11　トルコ・ディヤルバクル

の軍の5階建て家族用アパート地下

でボイラー爆発、5戸崩壊。8人死亡、

8人負傷。事故前日にボイラー修理。

●12・29　インドネシア・ジャワ島

スマラン沖で600人乗船のフェリー

が転覆・沈没。383人死・不明。

昭和
25年

編集後記

　この229号は交通安全、産業、座

談会といずれも地球環境問題に係わ

る内容となりました。地球温暖化に

よる新たなリスクの発生など「環境」

という言葉の重みをあらためて感じ

た号でした。読者の皆さんはいかが

でしたか。                          （田和）

　この時期は花粉症に悩まされる方

が多いと思います。今年の花粉飛散

予測は平年並みか平年よりやや少な

い地域が多いようですが、花粉症の

方はお大事にして下さい。    （阿見）

　本誌は意識啓発を目的としていま

す。ちょっとオーバーかもしれませ

んが、洞察の深い論考から刺激を受

けることにより、心の中に安全、安

心の追求の大切さが芽生えるような

気がします。予防時報歴やっと一年

の、私の実感です。             （山本）

＊早稲田大学理工学総合研究センター内　災害情報センター

  （TEL.03-5286-1681）発行の「災害情報」を参考に編集しました。

ホームページ　http://www.adic.rise.waseda.ac.jp/adic/index.html
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院野宮需主君貫
~回日三園賃首司・・
2006年 12月1目、ルソン島南部に上陸した台風21号の豪

雨により、アルバイ州のマヨン火山のふもとの火山灰地域で泥

流が発生し、大被害をもたらした。フィリピン政府は 1日夜、

198人の死亡を確認、 260人が行方不明と発表したが、犠牲者

はさらにt言えるとみられている。

アルバイ州知事によると、少なくとも8町村が深刻な被害を

受け、約5,000世帯、25,000人以上が避難しているという。

⑥ロイタ一一アフ口
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2007年 1月1日午後3時過ぎ、ジャワ島のスラバヤからス 南スラウェシ州パレパレ近郊の沖合300mの海上で付近の漁

ラウェシ島北部のマナドに向かっていたアダム航空（インドネ 業関係者カず問機の右水平尾翼の一部を回収し、当局に届け出たO

シア）のボーイング737-400型機（乗客乗員 102人乗り）の 当局は現場海域で捜索を続けているが、乗客・乗員の生存は絶

交信が途絶えた。悪天候などで捜索はなかなか進まなかったが、 望視されている。

10日になってようやく問機の機体の一部が発見された。 ⑥口イタ一一アフ口



［ カラオケ店 、3人死亡5 傷 I 

2007年 1月20日午後6時半ご

ろ、兵庫県宝塚市のカラオケボック

ス「ビート」で火災カf発生し、鉄骨

作り 2階建て延べ 194m2のうち 1

階部分97m2が焼損した。 2階にい

た客8人が病院に搬送され、うち3

人が死亡した。

出火場所は 1階調理場で、アルバ

イトの店員が、油なべで鶏肉の揚げ物

をしなが、ら隣室で別の作業をしてい

るうちに、油が加熱して燃え上がっ

た。同店は建築当初の「事務所・倉庫」

のまま用途変更の届出をせずに営業

していた。

⑥毎日新聞社
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2006年 11月 19日午前5時

35分ごろ、 JR津山線牧山一玉

柏駅間で、津山発岡山行きの普

通列車（2両編成）が脱線、横

転した。乗客・乗員26人のうち、

乗客25人が病院などで手当てを

受けたが、うち 2人は重傷、23

人は軽傷だった。

付近に大きな岩（縦4.8m、

横Sm、高さ 1.8m）が落ちて

おり、レールが十数mにわたっ

てゆがんでいたことから、岡山

県警や JR西日本では落石が、脱

線事故の原因と見て調べている。

⑥毎日新聞社



E孝副翻古＇~ヨ 主な刊行物／ビデオ？の；ご案内

・刊行物 （有料のものと無料のものがあります。また送料は別途ご負担いただいております。）

交通安全関係

・交差点の危険～事故が多発する交差点 その原因と対策は～ ・企業における効果的な交通安全対策構築に関する誠査・研究報告書
（東京都版・兵庫県版） ・自動車保険データにみる交通事故の実態

・飲酒運転防止マニュアル ・企業の自動車事故防止 ・軽減に資する手法の調査・研究報告書
・「飲みま宣言ドライJ¥ 」マニュアル ・交通事故死傷者の人身損失額と受傷状況の研究

・交通安全情報源ファイル ・交通事故被害者の受｛窮状況についての分析し E
・企業における交通安全対策の現状 ・車両形状別・シ トベルトの分析報告書

安全技術関係
一
・予防時報 （季干IJ) ・自然災害被害の防止・軽減に資するための調査・研究報告書
・洪水ハザードマップと防災情報に関する調査報告書 ・病院における医療安全対策に関する調査・研究報告書

・洪水ハザ ドマップ集 ・建物の耐蕊技術に関する調査・研究報告呑
・東海豪雨そのとき企業は ・企業のリスクマネジメントに関する調査・研究報告書
・災害に負けない企業づくり ・工場防火に関する調査・研究報告書

・危険物と産業災害 ・建物の火災被害想定に関する調査・研究報告書

・地震と産業被害 ・工場・倉庫建物の強風対策に関する調査・研究報告書

・世界の重大自然災害 ・海外安全法令シリーズ （Na1～13) 
・世界の重大産業災害

。交通安全・安全技術関係の干IH守物につきましては、当協会業務企画部企画・安全技術クツレープ[IB_佃沼野rnηまでお問い合わせ下さい。

災害予防関係

・「ぼうさい探検隊J授業実践の手引き ・災害絵図集 ー絵で見る災害の歴史ー
・災害と事故防止のハンドブック ・ドリルDE防災PartII 
・津波防災を考える 一災害からあなたを守る国語－ 算数・ 1里科 ・社会ー
・火山災害と防災 •NP Oのためのリスクマネジメント

。災害予防関係の刊行物につきましては、当協会生活サービス部 NPO・防災グループ［TEL(03) 3255 1294］までお問い合わせ下さい。

・ビデオ
交通安全関係

・ザ・チャイルドシート〔29分〕
・シニアドライパ一 一急増する寓齢ドライパーの事故ー〔35分〕
・ザ・シートベルト 〔37分〕

災害予防関係
トー ー
・津波版「ぼうさい探検隊JCD-ROM （日）（英）〔10分〕
置カードゲームlまうさいダック～自分の身は自分で守ろう～ ［17分〕
・わがまち再発見！ Iまうさい探検隊〔22分〕
・市民防災力の強化を目指して〔105分〕
•NP 0・NG O運営上のリスクとその対処（20分〕
・開国迫る 1日本の機械安全国際安全規格IS012100ー 〔26分〕
・自然災害を知り備える一平成の災害史ー 〔25分〕
・風水害に備える〔21分〕
・河川災害の教訓｜〔24分〕
・家族でガッチン住宅防火〔25分〕
・家族de防火〔20分］

「一一

・ザ・シートベルト2 [22分1
・交差点移故を防ぐ〔18分〕
・追突ー混合交通の落とし穴 ［27分〕

・その時きみはつ 良太とピ力リの地震防災学一〔19分1
・住宅火災 あなたの家庭は大丈夫？ 〔20分〕
・住宅火災から学ぶ〔25分〕
圃うっかり家の人々ー住宅防火診断のすすめー〔20分〕
・うっかり町は大騒ぎー住宅防火診断のすすめー〔20分1
・うっかり町の屋根の下ー住宅防火のすすめー〔25分〕

ー

園地震！その時のために一家庭でできる地震対策ー 〔28分〕
・地震 fパニックを避けるために （手話あり） 〔23分〕
・検m’91台風19号 （風の傷跡） 〔30分〕
・日本で過ごすあなたの安全 英語版〔13分］
・火山災害を知る（日｝（英）〔25分〕

。交通安全・災害予防関係ビデオは、講演会や座談会などにご利用下さい。

ビデオについては、上記記載の他多数用意しております。

詳細は当協会生活サービス部 NPD・防災グループ[TEL(03) 3255-1294］までお問い合わせ頂くか、当協会ホームページでご確認下
さい。 （一部のビデオは実費で頒布しております。）

なお、当協会各支部［下記参照］にて、無料貸し出しもしております。

当協会各支部連絡先
北海道＝（011)231-3815
名古屋＝(052)97ト1201
沖 縄ニ（098)862「8363

東

近

1ヒ＝(022)221・6466
畿＝(06) 6202-8761 

関

中

東＝(03) 3255-1450 
国＝(082)247-4529 

静

四

岡＝(054)252-1843 
園＝ρ87)851-3344

北

九

健＝(076)221-1149 
州＝(092)77ト9766



自賠責って
被害者を救うんだよ。

でも、明恒常？。

小林麻央さんが

自賠責保険の

理解促進を呼びかけます

かけがえのない環境と安心を守るために

（社）日本領害保険協会はIS014001を認Z正取得しています。

JOA噌 EM1791

日本損害保険協会の安全防災事業

交ム安全のセめに
・飲酒運転防止啓発活動
・交通安全啓発のための広報活動
．交通安全推進ビデオの販売 ・貸出
・交通安全教育事業への協力
・救急医療体制整備の援助
・交通事故防止機器材の寄贈

え害予防¢ために
・消防資機材の寄贈
・防火標語の募集・防火ポスターの寄贈
・防災リーダー養成講座の開催
・防災ビデオの貸出
・防災教育の推進

安笠防此に関する調査研究活動
交通事故、火災、自然災害、傷害、賠償責
任等さまざまなリスクとその安全防災対策
について、調査研究活動を進めています。

主要日本損害保険協会
干】01-8335 東京都千代田区神田淡路町2-9

電話03(3255) 1397 （業務企画部企画・安全彼自柑グループ）

http //1酬 w.sonpo or. jp 

あいおい損保

朝日火災

共栄火災

ジェイアイ

スミセイ損保

セコム損害保険

セゾン自動車火災

ソニ ー 換保

損保ジャパン

そんぽ 2 4 

大同火災

東京海上自動

トーア 再保険

日新火災

ニッセイ同和損保

日本興亜損保

日本地震

日立キャピヲル損保

富士火災

三井住友海よ

三井ダイレクト

明治安田損保

（社員会社50音際）

2007年3月1日現在

本誌は以下の用紙を使用しています。

｜ 商品名 1古紙含有率l白色度
表紙・口絵IA2コートR I 100% I so% 

目 次｜工コカラーうぐいす I so% I 10% 

本 文 IOKプリンス上質工コGiOOI 100% I 74% 


